
 

第 11次八戸市農業計画 

八   戸   市 



はじめに 

 

 八戸市は、恵まれた自然環境と古から続く歴史・ 

伝統・文化を背景に育んできた地域資源を生かしな 

がら、農業、水産業、商業、工業等の多様な産業が 

集積した北東北の中核都市として発展して参りまし 

た。 

 当市の農業では、水稲、野菜、果物、花き、畑作 

物、畜産物等の多彩な生産が行われ、市域の食料供 

給を担いながら、高速交通網の整備による広域流通 

の充実のもと、地域経済の一翼を担っております。 

 しかしながら、我が国の農業を取り巻く情勢は、担い手の高齢化、経営耕地

面積の減少、さらには、農業生産の減退等の構造的な脆弱化に加え、食の安全・

安心に関する関心の高まり、食に関するニーズの多様化、グローバル化の進展

等大きく変化しております。 

また、「米に関する政策の変更」、「農地の集積を促進するための農地中間管理

機構の創設」、並びに「経営の新たなセーフティネットとしての収入保険制度の

検討」等国の農政の転換も進められております。 

 このような状況を踏まえ、当市といたしましては、「第 10次八戸市農業計画」

の実践経過を踏まえるとともに、国、県等の施策との整合性を取りながら、自

らの発想と戦略による特色ある農業施策を推進し、より筋肉質な産業としての

農業の振興と持続的発展を図るため、「魅力ある農業経営体の育成」、「地域特性

を生かした八戸農業の推進」、「発信型農業の促進」、「他産業との連携による新

たな価値の創出」、「持続的な農業生産環境の整備」、「八戸飼料穀物コンビナー

トや冷涼な気候を生かした畜産業の振興」、「森林環境の整備」、「地域資源を活

用した可能性の追求」の８つの施策を基本方向とする「第 11次八戸市農業計画」

を策定いたしました。 

 本計画の推進に際しましては、農業経営者、農業協同組合・農業共済組合・

土地改良区・高等教育機関等の関係機関及び国・県・市の行政機関がそれぞれ

の役割のもとに一体となって取り組むことが重要であり、農業経営者及び関係

機関の皆様には、一層の御理解と御協力をお願い申し上げます。 

結びに、本計画の策定にあたり、熱心な御審議を賜りました八戸市総合農政

審議会委員各位をはじめとして、御指導、御協力をいただきました農業経営者

並びに関係機関の皆様に対して、心からお礼を申し上げます。 

 

平成 29年４月 

                      八戸市長 小林 眞 
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第１ 計画策定にあたって 

 

 

１ 策定の趣旨 

 

八戸市では、「八戸市農業発展の基本方向（昭和 46 年策定）」に基づき、10 次

にわたり農業計画を策定し、農業の生産性の向上と農業所得の増大を目的に、

当市の特性を生かした都市近郊型農業の確立に向けて、諸施策を講じてきまし

た。 

市内では、水稲、野菜、果物、花き、畑作物、畜産物等の多彩な農業生産が 

行われ、市域の食料供給を担いながら、高速交通網の整備による広域流通が展 

開され、地域経済の振興の一翼を担っています。 

しかしながら、第 10 次八戸市農業計画策定時（平成 24 年）に比べ、農業を

取り巻く情勢は、担い手の高齢化、経営耕地面積の減少、さらには、農業生産

の減退等の構造的な脆弱化に加え、食の安全・安心に関する関心の高まり、食

に関するニーズの多様化、加えて、グローバル化の進展等大きく変化していま

す。 

また、「米に関する政策の変更」、「農地の集積を促進するための農地中間管理

機構の創設」、並びに「経営の新たなセーフティネットとしての収入保険制度の

検討」等国の農政の転換も進められています。 

このような状況を踏まえ、新たなトレンドに対応し、自らの発想と戦略によ

る特色ある農業施策を推進し、より筋肉質な産業としての農業の振興と持続的

発展を図るため、「第 11 次八戸市農業計画」を策定します。 
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２ 計画の位置づけ 

 

「八戸市農業計画」は、農林業センサスの公表にあわせ、社会経済情勢の変 

化に留意しながら５年ごとに策定しており、国の「食料・農業・農村基本計画」、

青森県の「攻めの農林水産業推進基本方針」等の農業に関する国・県の諸計画

及び「第６次八戸市総合計画」を踏まえながら策定します。 

なお、生産関連施策については、毎年度、「八戸市農業計画」に基づき、「農

業生産推進計画」を策定し、各年度の農業情勢に配慮しながら推進を図ること

としています。 

 

 

３ 計画期間 

 

  平成 29 年４月～34 年３月までの５年間とします。 

 

参考：八戸市農業計画の策定の経過 

・八戸市農業発展の基本方向       昭和 46 年９月 

・第１次八戸市農業計画         昭和 49 年４月～昭和 52 年３月 

・第２次八戸市農業計画         昭和 52 年４月～昭和 55 年３月 

・第３次八戸市農業計画         昭和 55 年４月～昭和 58 年３月 

・第４次八戸市農業計画         昭和 58 年４月～昭和 61 年３月 

・第５次八戸市農業計画         昭和 61 年４月～平成   元年３月 

※計画期間の延長（２年）        平成     元年４月～平成       ３年３月 

・第６次八戸市農業計画         平成     ３年４月～平成     ８年３月 

・第７次八戸市農業計画         平成     ８年４月～平成           13 年３月 

・第８次八戸市農業計画         平成 13 年４月～平成         18 年３月 

・第９次八戸市農業計画         平成 18 年４月～平成        23 年３月 

※計画期間の延長（１年）        平成 23 年４月～平成         24 年３月 

・第 10 次八戸市農業計画         平成 24 年４月～平成         29 年３月 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



3 

 

４ 地域区分 

 

 地域区分は、自然・立地条件、土地利用状況、営農形態等を考慮し、旧市町

村区分に準拠して 11 地区に区分します。 

 

（１）第１地区・・・ 市川       

（２）第２地区・・・ 下長 

（３）第３地区・・・ 上長       

（４）第４地区・・・ 豊崎 

（５）第５地区・・・ 館        

（６）第６地区・・・ 是川 

（７）第７地区・・・ 大館       

（８）第８地区・・・ 南浜・美保野       

（９）第９地区・・・ 旧市内 

（10）第 10 地区・・・島守     

（11）第 11 地区・・・中沢 

 

(八戸市) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 市川 

下長 
 

上長 

豊崎 

旧市内 南浜 

 ・美保野  

大館 

是川 

島守 中沢 

館 
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５ 計画の推進体制 

  計画の推進にあたっては、農業経営者の自主的な取組に負うところが大き

いものの、農業協同組合・農業共済組合・土地改良区・高等教育機関等の関

係機関、国・県・市の行政がそれぞれの役割のもとに三位一体となって推進

することとします。 

  また、計画を着実に推進するため、毎年度、計画に記載している事業の実 

施状況を市総合農政審議会において報告し、意見を聴取するとともに、経済

社会情勢等の変化を踏まえながら進行管理を図り、必要に応じて事業の見直

しを行います。 
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第２ 市の特色 

 

 

１ 地理的特色 

 

 

(１) 位置 

八戸市は、本州の北端である青森県の南東部に位置（北緯 40 度 33 分、東

経 141 度 30 分）し、北部中央の青森市、南西部の弘前市と県内を３分する

経済圏の１つの中核であるとともに、北奥羽地域の拠点として位置付けられ

ています。 

 

 

(２) 地形と地質 

地形は概ね平坦であるが、南方は階上岳の裾野として台地・丘陵地が僅か

に形成されています。 

北部は、十和田湖から流れ出ている奥入瀬川が東流し、太平洋に注いで市

界をなし、これと並流して奥羽山脈から発する馬淵川、北上山地から発する

新井田川が市の中心を流れ、これら河川に沿って耕地が開け、平坦地に水田

が、その周辺台地・丘陵地に畑と樹園地が展開されています。 

河川流域の平坦地は沖積層土壌、台地、丘陵地は火山灰土壌で覆われてい

ます。 

 

 

(３) 気象 

年平均気温は約 10℃、年総降水量は 1,000mm 程度、年総日照時間は 1,925

時間程度であり、夏期は比較的冷涼ですが、やませ（偏東風）により、冷害

を招くこともあります。 

また、冬期は東北地方北部にありながら、積雪量が少なく、日照時間が多

いことが特徴となっています。 

 

 

２ 社会的特色 

 

平成 17年に隣村の南郷村と合併し、人口約 25万人の八戸市が誕生しました。 

東京都までは約 650km の距離にあり、東北新幹線、東北縦貫自動車道、八戸

港を有しているほか、三沢空港があり、交通利便性の高い地域となっています。 
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３ 経済的特色 

 

当市では、農林水産業のほか、日本有数の水揚げ量を背景とした水産加工業、

紙・パルプ、非鉄金属、鉄鋼等の基礎素材型産業を中心に発展し、北東北随一

の集積を誇る工業、青森県南及び岩手県北の広域商圏を有する商業、自然・歴

史・文化・食等を生かした観光産業等多様な産業が集積しています。 

産業別就業人口は、第３次産業が 73%を占め、次いで第２次産業が 23%、第１

次産業が４%となっています。 

 

産業別就業人口                       (単位：人) 

合計 第１次産業 第２次産業 第３次産業 

105,794 3,926 24,456 77,412 

◇平成 22 年国勢調査結果より 

 

 

(１) 農林水産業 

農業については、都市近郊型農業が展開されており、地域特性を生かした

多彩な生産が行われています。 

水産業については、昭和 35 年に八戸港が特定第３種漁港に指定されたこ

とを契機に、魚市場の整備や加工施設、冷凍冷蔵施設が建設され、水産都市

としての基盤整備が進められています。現在は、近年の国際的な漁業規制の

強化や日本周辺海域における水産資源の減少により水揚げ高は減少傾向に

ありますが、依然として水揚げ数量、水揚げ金額ともに全国上位の水準にあ

ります。 

 

 

(２) 工業 

工業については、昭和 39 年の新産業都市の指定を契機に北東北随一の工

業都市として発展し、近年では、ソフトウェア業、機械設計業、電子部品製

造業、精密機械部品製造業等の企業集積も進んでいます。 

 

 

(３) 商業 

商業については、中心市街地を中心に大規模商圏を有しているものの、近

年では、商業施設の郊外への分散が進み、１店舗あたり売り場面積が増加す

る大型化の傾向がみられます。 
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 (４) 観光産業 

観光産業については、国の名勝「種差海岸」等の自然、国の重要無形民

族文化財に指定されている「八戸三社大祭」、「八戸えんぶり」等の祭り、「是

川遺跡」等の文化遺産、「八戸せんべい汁」等の郷土食といった観光資源に

恵まれた地域となっています。 
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第３ 農業の概要 

 

 

１ 概況 

 

八戸市の総面積は 30,554ha（平成 27 年１月１日現在）であり、このうち、農

業振興地域は総面積の 78%（23,977ha）、農用地区域は 17%（5,066ha）を占めて

います。 

この農用地区域を中心に、水稲をはじめ、ながいも、ねぎ、ピーマン、にん 

にく等の露地野菜、いちご、ミニトマト等の施設野菜、りんご、ブルーベリー

等の果物、キク、トルコギキョウ等の花き、そば等の畑作物、葉たばこ等の特

用作物、鶏卵等の畜産物等、地域特性を生かした多彩な生産が展開されていま

す。 

市域の約23万５千人の市民に新鮮かつ良質で多彩な食料を安定的に供給する

とともに、高速交通網の整備により首都圏を中心とした広域流通も展開されて

います。 

また、農業生産という本来の役割の他に、市民に潤いと安らぎをもたらす場

としての緑と良好な景観、水源のかん養、自然環境の保全、防災空間としても

重要な役割を担っています。 

平成 26 年の農産物の作付面積は 2,439ha であり、平成 16 年比で 687ha（22%）

の減少、平成 21 年比で 34ha（１%）の減少となっています。 

同一基準で作物別にみると、 

・水稲は、210ha（14%）の減少、10ha（１%）の増加、 

・野菜は、28ha（５%）の増加、40ha（８%）の増加、 

・果樹は、194ha（43%）の減少、14ha（５%）の減少、 

・花きは、13ha（35%）の減少、２ha（８%）の減少、 

・畑作物は、204ha（48%）の減少、23ha（９%）の減少、 

・特用作物は、94ha（39%）の減少、45ha（23%）の減少 

となっています。 

平成 17 年比及び平成 22 年比で平成 27 年の畜産物の頭羽数をみると、 

・乳用牛は、132 頭（34%）の減少、42 頭（14%）の減少、 

・肉用牛は、509 頭（20%）の減少、242 頭（11%）の減少、 

・馬は、124 頭（60%）の減少、60 頭（42%）の減少、 

・養豚は、3,150 頭（８%）の増加、1,368 頭（３%）の増加、 

・養鶏は、425,592 羽（21%）の減少、38,820 羽（２%）の増加となっています。 
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（１）農産物の作付面積の推移 

（単位：ha） 

 平成 16 年 平成 21 年 平成 26 年 

水稲 1,450 1,230 1,240 

野菜 ながいも 

にんにく 

ねぎ 

いちご 

ピーマン 

その他 

164 

13 

50 

47 

11 

232 

172 

19 

66 

32 

15 

201 

185 

20 

71 

16 

16 

237 

計 517 505 545 

果樹 りんご 

その他 

270 

184 

110 

164 

108 

152 

計 454 274 260 

花き 37 26 24 

畑作物 大豆 

そば 

その他 

198 

75 

153 

124 

66 

55 

52 

95 

75 

計 426 245 222 

特用作物 葉たばこ 

なたね 

239 

3 

193 

0 

148 

ｘ 

計 242 193 148 

合計  3,126 2,473 2,439 

◇八戸市調べ 

 「ｘ」： 個人又は法人その他の団体に関する秘密を保護するため、統計数値

を公表しないもの。 

 

（２）畜産物の頭羽数の推移 

（単位：頭羽数） 

 平成 17 年 平成 22 年 平成 27 年 

乳用牛 

肉用牛 

馬 

養豚 

養鶏 

393 

2,507 

207 

38,906 

2,049,897 

303 

2,240 

143 

40,688 

1,585,485 

261 

1,998 

83 

42,056 

1,624,305 

◇平成 17 年、平成 22 年分は八戸市調べ 

◇平成 27 年分は青森県調べ 
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農業産出額＝都道府県別農業産出額× 

（３）農業産出額 

 

被災市町村別農業産出額の推移 

  （単位：百万円） 

 合計 耕種 畜産 

平成 23 年 14,120 5,780 8,330 

平成 24 年 15,250 6,060 9,180 

平成 25 年 15,320 5,850 9,470 

平成 26 年 14,340 5,030 9,310 

◇農林水産省 大臣官房統計部調べ 

表示単位未満の数値はすべて四捨五入しており計と内訳は一致しない。 

農業産出額＝Σ（品目別生産数量×品目別農家庭先販売価格） 

 

平成 26 年市町村別農業産出額（推計）（県内上位 10 自治体） 

    （単位：百万円） 

順位 自治体名 合計 耕種 畜産 

１ 弘前市 41,540 41,420 120 

２ 十和田市 22,850 10,980 11,870 

３ 三沢市 18,990 7,320 11,660 

４ つがる市 17,130 16,250 870 

５ 横浜町 14,520 850 13,670 

６ 南部町 13,390 6,340 7,050 

７ 八戸市 13,330 4,370 8,960 

８ 東北町 12,820 10,260 2,560 

９ 平川市 10,480 10,220 260 

10 五所川原市 8,900 8,880 30 

◇農林水産省 大臣官房統計部調べ 

 表示単位未満の数値はすべて四捨五入しており計と内訳は一致しない。 

             市町村別作付面積等 

                   都道府県別作付面積等 
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２ 農業構造 

 

（１）農家数の推移 

平成 17 年比で 822 戸（23%）の減少、うち販売農家数は 779 戸（35%）の

減少、自給的農家数は 43 戸（３%）の減少となっています。 

平成 22 年比で 451 戸（14%）の減少、うち販売農家数は 399 戸（21%）の

減少、自給的農家数は 52 戸（４%）の減少となっています。 

                              （単位：戸） 

 農家数 販売農家数※１ 自給的農

家数※２ 計 専業 第１兼 第２兼 

平成17年 3,558 2,256 473 323 1,460 1,302 

平成22年 3,187 1,876 495 225 1,156 1,311 

平成27年 2,736 1,477 508 164 805 1,259 

※１ 販売農家：経営耕地面積が 30a 以上又は調査期日前１年間における農産

物販売金額が 50 万円以上の農家。 

※２ 自給的農家：経営耕地面積が 30a 未満で、かつ、調査期日前１年間にお

ける農産物販売金額が 50 万円未満の農家。 

◇農林業センサスより 

 

 

（２）農業就業人口の推移 

平成 17 年比で 1,648 人（39％）の減少、うち男は 542 人（30%）の減少、

女は 1,106 人（46%）の減少となっています。 

平成 22 年比で 751 人（23%）の減少、うち男は 280 人（18%）の減少、女

は 471 人（26%）の減少となっています。 

（単位：人） 

 農業就業人口 男 女 

平成 17 年 4,205 1,782 2,423 

平成 22 年 3,308 1,520 1,788 

平成 27 年 2,557 1,240 1,317 

※ 農業就業人口：自営農業に従事した世帯員（農業従事者）のうち、調査期

日前１年間に自営農業のみに従事した者又は農業とそれ以外の仕事の両方に

従事した者のうち、自営農業が主の者。 

◇農林業センサスより 
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（３）耕地面積の推移 

平成 17 年比で 500ha（９%）の減少、うち田は 230ha（10%）の減少、畑

は 284ha（９％）の減少となっています。 

平成 21 年比で 440ha（８%）の減少、うち田は 200ha（９%）の減少、畑

は 240 ha（８%）の減少となっています。 

（単位：ha） 

 耕地面積 田 畑 

平成 17 年 5,460 2,320 3,154 

平成 21 年 5,400 2,290 3,110 

平成 26 年 4,960 2,090 2,870 

※ 耕地：農作物の栽培を目的としている土地のことをいい、けい畔を含む。 

◇八戸市調べ 

 表示単位未満の数値はすべて四捨五入しており計と内訳は一致しない。 

 

 

（４）農業経営体 

 

①経営耕地面積規模別経営体数の推移  

経営体数は平成 17 年比で 802 経営体（35%）の減少、うち 1ha 未満層は 575

経営体（41%）の減少、1ha-2ha 層は 185 経営体（32%）の減少、2ha-3ha 層は

45 経営体（26%）の減少、3ha-5ha 層は 11 経営体（11%）の減少、5ha 以上層

は 14 経営体（30%）の増加となっています。 

平成 22 年比で 407 経営体（21%）の減少、うち 1ha 未満層は 251 経営体（23%）

の減少、1ha-2ha 層は 130 経営体（25%）の減少、2ha-3ha 層は 31 経営体（19%）

の減少、3ha-5ha 層は６経営体（６%）の減少、5ha 以上層は 11 経営体（22%）

の増加となっています。 

     （単位：経営体数） 

 経営体数 1ha 未満 1ha-2ha 2ha-3ha 3ha-5ha 5ha 以上 

平成17年 2,310 1,413 572 174 104 47 

平成22年 1,915 1,089 517 160 99 50 

平成27年 1,508 838 387 129 93 61 

※１ 農業経営体：農産物の生産を行うか又は委託を受けて農作業を行い、生

産又は作業に係る面積・頭数が、規定に該当する事業を行う者。 

※２ 経営耕地：農業経営体が経営している耕地をいい、けい畔を含む。自ら

所有し耕作している耕地と、他から借りて耕作している耕地の合計。 

◇農林業センサスより 
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②農業経営組織別経営体数の推移 

販売のあった経営体数は平成 17 年比で 448 経営体（26%）の減少、うち稲

は 191 経営体（25%）の減少、野菜は１経営体（１%）の増加、果樹は３経営

体（３%）の減少、花きは２経営体（17%）の減少、畜産は９経営体（24%）の

増加となっています。 

平成 22 年比で 300 経営体（19%）の減少、うち稲は 131 経営体（18%）の減

少、野菜は４経営体（３%）の増加、果樹は７経営体（７%）の増加、花きは

１経営体（９%）の減少、畜産は４経営体（10%）の増加となっています。 

（単位：経営体数） 

 

 

販売のあっ 

た経営体数 

単一経営 複合経営 

稲 野菜 果樹 花き 畜産 その他 

平成 17 年 1,721 774 131 108 12 37 300 359 

平成 22 年 1,573 714 128 98 11 42 227 353 

平成 27 年 1,273 583 132 105 10 46 161 236 

◇農林業センサスより 

 

③農産物販売金額規模別経営体数の推移 

平成 17 年比で 50 万円未満層が 80 経営体（12％）の減少、50-300 万円層が

225 経営体（38%）の減少、300-500 万円層が 47 経営体（31%）の減少、500-700

万円層が 34 経営体（44%）の減少、700-1,000 万円層が 10 経営体（16%）の減

少、1,000 万円以上層が 22 経営体（24%）の減少となっています。 

平成 22 年比で 50 万円未満層が 88 経営体（13％）の減少、50-300 万円層が

201 経営体（32%）の減少、300-500 万円層が 20 経営体（16%）の減少、500-700

万円層が 12 経営体（21%）の減少、700-1,000 万円層が７経営体（16%）の増

加、1,000 万円以上層が 14 経営体（26%）の増加となっています。 

（単位：上段 万円、下段 経営体数） 

 

 

販売のあっ 

た経営体数 

50 

未満 

50- 

300 

300- 

500 

500- 

700 

700- 

1,000 

1,000 

以上 

平成 17 年 1,721 667 673 151 78 62 90 

平成 22 年 1,573 675 619 124 56 45 54 

平成 27 年 1,273 587 418 104 44 52 68 

◇農林業センサスより 
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④農産物販売金額１位の出荷先別経営体数の推移 

平成 27 年の農産物販売金額１位の出荷先別経営体数は、農協が 412 経営体

（32%）で最も多く、次いで、集出荷団体が 259 経営体（20%）、食品製造・外

食産業が 171 経営体（13%）、卸売市場が 157 経営体（12%）、小売業者が 137

経営体（11%）、消費者に直接販売が 85 経営体（７%）となっています。 

平成 17 年比で農協が 296 経営体（42%）の減少、集出荷団体が 16 経営体（７%）

の増加、食品製造・外食産業が 158 経営体（1,215%）の増加、卸売市場が 25

経営体（14%）の減少、小売業者が 29 経営体（27%）の増加、消費者に直接販

売が９経営体（10%）の減少となっています。 

平成22年比で農協が145経営体（26%）の減少、集出荷団体が216経営体（45%）

の減少、食品製造・外食産業が 157 経営体（1,121%）の増加、卸売市場が 16

経営体（９%）の減少、小売業者が 15 経営体（10%）の減少、消費者に直接販

売が 48 経営体（36%）の減少となっています。 

 

（単位：経営体数） 

 販売のあっ

た経営体数 

農協 集出荷団体 卸売市場 小売業者 

平成 17 年 1,721 708 243 182 108 

平成 22 年 1,573 557 475 173 152 

平成 27 年 1,273 412 259 157 137 

 

食品製造・

外食産業 

消費者に 

直接販売 

その他 

13 94 373 

14 133 69 

171 85 52 

◇農林業センサスより 
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⑤借入耕地のある経営体数と借入耕地面積の推移 

 平成 27 年の借入耕地面積は 558ha で、平成 17 年比で 188ha（51%）の増加、

うち田は 121ha（81%）の増加、畑は 67ha（30%）の増加となっています。 

平成 22 年比で 143ha（34%）の増加、うち田は 85ha（46%）の増加、畑は 58ha

（25%）の増加となっています。 

(単位：ha) 

 計 田 畑 

経営体数 面積 経営体数 面積 経営体数 面積 

平成17年 398 370 236 149 221 221 

平成22年 388 415 244 185 202 230 

平成27年 352 558 220 270 195 288 

◇農林業センサスより 

 

⑥貸付耕地のある経営体数と貸付耕地面積の推移 

 平成 27 年の貸付耕地面積は 230ha で、平成 17 年比で 17ha（８%）の増加、う

ち田は 18ha（32%）の増加、畑は１ha（１%）の減少となっています。 

平成 22 年比で５ha（２%）の増加、うち田は 13ha（21%）の増加、畑は８ha

（５%）の減少となっています。 

(単位:ha) 

 計 田 畑 

経営体数 面積 経営体数 面積 経営体数 面積 

平成17年 382 213 139 56 276 157 

平成22年 379 225 157 61 273 164 

平成27年 353 230 164 74 228 156 

◇農林業センサスより 
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第４ 課題 

 

 

八戸市は、都市化の進展が著しく、農業以外の就業の機会が多いことや農業

者の高齢化等により、農業者の減少が顕在化しています。 

農林業センサスでは、専業農家数は平成 17 年に比べて増加していますが、こ

れは、大部分が定年帰農や核家族化によるものと思量されます。 

生産基盤である農地についても、都市的土地利用への転換等により減少して

いることに加えて、流動化も進んでいない状況にありましたが、農地中間管理

機構の創設等の影響もあり、近年、借入・貸付耕地面積は漸増傾向にあります。 

農産物価格は、低下する傾向にある中、生産コストとなる資材価格は上昇し、

収益性は低迷する傾向にあります。 

例えば、米については、需要が低迷する中で、生産が需要を上回り、しばし

ば供給過剰が生じたことや、経済低迷によりデフレ基調となった影響を受け、

価格形成に下落の圧力が加わって推移する傾向にあり、面積規模の小さい農業

者の所得は総じて恒常的な赤字状態にあります。 

また、食の安全・安心に関する関心の高まり、食に関するニーズの多様化、 

環太平洋パートナーシップ（ＴＰＰ）協定、東アジア地域包括的経済連携（Ｒ 

ＣＥＰ）、日中韓自由貿易協定（ＦＴＡ）、日ＥＵ経済連携協定（ＥＰＡ）等の 

経済連携に向けた動き等のグローバル化に関連する施策への転換に伴う対応も

課題となっており、より筋肉質な産業としての農業の振興と持続的発展を図る

ため、必要な諸施策を弾力的、かつ、可及的に講じることが必要となっていま

す。 
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第５ 年間農業所得の目標及び農業経営の指標 

 

 

 より筋肉質な産業としての農業の振興と持続的発展を図るため、将来とも農

業で自立していこうとする農業経営体の平均農業所得を 130 万円向上させ、530 

万円とし、他産業従事者と遜色のない生涯所得を確保することを目的に施策の

基本方向を定めます。 

また、年間農業所得の目標に伴う農業経営の指標を次のとおり例示します。 

 

(年間農業所得の目標) 

 

年間農業所得の平均/経営体※  

 

年間農業所得の目標/経営体 

400 万円 530 万円 

※年間農業所得の平均/経営体は市内認定農業者の年間農業所得の平均/経営体 

※目標の算出は八戸市農業経営基盤の強化の促進に関する基本構想より 

 

 

(農業経営の指標) 

 

＜モデル１＞ 

施設野菜主体 

品目 作付面積 粗収益 経営費 所得 

水稲 60a 703,800 円 582,324 円 121,476 円 

いちご(促成) 20a 8,478,000 円 3,864,546 円 4,613,454 円 

大豆 60a 386,130 円 256,200 円 129,930 円 

計 140a 9,567,930 円  4,703,070 円 4,864,860 円 

 

（総労働時間及び労働費（参考：以下同じ）） 

総労働時間（うち雇用労働時間） 労働費※（うち雇用労賃） 

    3,828 時間（うち 88 時間）       3,828,000 円（うち 88,000 円）  

※労働費は老若男女を問わず、一律時間当たり 1,000 円で評価し、雇用労賃に

は、賃金の他に食費、送迎費等の関連経費を含む。 

◇労働時間は主要作目の技術・経営指標（青森県農林水産部）より 

◇労働費は平成 26 年度生産費調査結果報告書（青森県農林水産部農産園芸課）

より 
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＜モデル２＞ 

施設野菜＋果樹主体 

品目 作付面積 粗収益 経営費 所得 

水稲 60a 703,800 円 582,324 円 121,476 円 

ミニトマト 15a 7,635,600 円 3,024,581 円 4,611,019 円 

りんご 30a 2,354,940 円 1,556,012 円 798,928 円 

計 105a 10,694,340 円 5,162,917 円 5,531,423 円 

 

（総労働時間及び労働費） 

総労働時間（うち雇用労働時間） 労働費（うち雇用労賃） 

2,478 時間（うち 220 時間） 2,478,000 円（うち 220,000 円） 

 

 

＜モデル３＞ 

露地野菜主体 

品目 作付面積 粗収益 経営費 所得 

水稲 60a 703,800 円 582,324 円 121,476 円 

ながいも 110a 7,001,280 円 4,798,508 円 2,202,772 円 

にんにく 35a 4,381,650 円 2,261,690 円 2,119,960 円 

ピーマン 15a 1,774,800 円 939,034 円 835,766 円 

計 220a 13,861,530 円 8,581,556 円 5,279,974 円 

 

（総労働時間及び労働費） 

総労働時間（うち雇用労働時間） 労働費（うち雇用労賃） 

3,694 時間（うち 625 時間） 3,694,000 円（うち 625,000 円） 
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第６ 目標達成のために講ずる施策の基本方向 

 

１ 魅力ある農業経営体の育成 

(１)経営感覚に優れた多様な農業経営体の育成 

(２)集落営農及び法人化の促進 

２ 地域特性を生かした八戸農業の推進 

(１)地域特性を生かした農業生産の促進 

(２)販売を基点とした農業生産の促進 

３ 発信型農業の促進 

(１)八戸農業のブランド力の創出 

(２)グリーン・ツーリズムの促進 

(３)地産地消の促進 

(４)旬産旬消の促進 

(５)食育の推進 

４ 他産業との連携による新たな価値の創出 

(１)他産業との連携による６次産業化の促進 

(２)他産業との連携による域内消費の拡大 

５ 持続的な農業生産環境の整備 

(１)農業生産を支える基盤の管理 

(２)農地利用集積の促進 

(３)農業関係団体との連携の強化 

６ 八戸飼料穀物コンビナートや冷涼な気候を生かした畜産業の振興 

(１)畜産業の振興のための環境整備 

(２)耕畜連携の促進 

７ 森林環境の整備 

(１)森林環境整備の促進 

(２)市民と森林のふれあいの場の提供 

(３)公共建築物等における木材利用の促進 

８ 地域資源を活用した可能性の追求 

(１)食品加工業との連携 

(２)グローバル化への対応 
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１ 魅力ある農業経営体の育成 

 

（振興方策） 

(１)経営感覚に優れた多様な農業経営体の育成 

  地域農業の持続的な発展を図るためには、経営感覚に優れた多様な農業

経営体を育成することが重要であり、平成 22 年に「農業経営者の育成に関

する協定」を締結した八戸学院大学等と連携しながら、経営規模の拡大を

目指す農業経営体についても、経営規模は小さくても加工や販売による経

営の多角化を目指す農業経営体についても、それぞれの自主性を踏まえた

経営を支援します。 

  また、農業の労働力不足について、作業の支援を希望する農業経営者と

定年退職者等の農作業サポーターとのマッチングに関する課題を検討し、

労働力不足に資する制度の構築を図ります。 

  加えて、農業経営の安定を図るために創設される国の「収入保険制度」

については、農業経営体のニーズに応じて加入を促進します。 

 

   ①地域農業の担い手の中心となる家族農業者の育成 

    地域農業の担い手の中心となる家族農業者について、国の農地中間管

理事業等の施策を最大限に活用した経営規模の拡大や経営の多角化等を

促進し、所得の増大を図るため、他の行政機関や農業関係団体、高等教

育機関等と連携し、融資、農地集積、補助事業の導入、栽培技術等に関

する支援を一体的に行います。 

 

   ②新規就農者の育成 

  新規就農者の育成を図るため、国の青年就農給付金制度等の関連する

施策を活用するとともに、経営から生産までの就農に関する一体的な支

援により、青年就農希望者及び農業者子弟の後継者の個々の意向を汲ん

だ就農を促進します。 

  また、中高年就農希望者及び定年帰農者等についても、経営から生産

までの就農に関する一体的な情報提供により、個々の意向を汲んだ就農

を促進します。 

  なお、リタイアする農業経営者の農地及び農業用機械等に関する情報

について、その収集方策と新規就農者とのマッチング方策を関係機関と

ともに検討します。 

 

  ③農業による起業者の育成 

   市の様々な資源を利用した農業による起業者を育成するため、八戸学

院大学等と連携を図りながら、起業を支援します。 
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④他産業からの新規参入の促進 

   地域雇用の創出に資するため、融資、補助事業、栽培技術等に関する

情報を一元的に提供し、関連する施策を一体的に行うことにより、様々

な経営資源を有する他産業からの新規参入を促進します。 

 

 (２)集落営農及び法人化の促進 

  地域の中核的な農業経営体を中心とし、地域を支える意欲的な兼業農業

者と一体となった集落営農を促進するため、地域の中核的な農業経営体、

兼業農業者、自給的農業者が、それぞれの経営志向に応じ、お互いの経営

上のメリットを享受できるような地域全体のニーズに応じた取組を支援し

ます。 

  また、集落営農組織の法人化についても、ニーズに応じて促進します。 

 

（主な事業） 

事業名 事業概要 事業主体 事業期間 

農業経営に関する

情報の一元的な提

供 

融資、補助事業、栽培技術等の農業

経営に関する情報を農業経営振興

センターにおいて一元的に提供。 

市 H29～ 

（継続） 

「農業経営者の育

成に関する協定」

に基づく農業者育

成支援 

八戸学院大学と締結した「農業経営

者の育成に関する協定」に基づく農

業者育成支援及び新たな農業経営

手法の研究。 

市・八戸

学院大学 

H29～ 

（継続） 

新規就農者等支援

体制の整備 

 

農業者子弟の後継者、中高年齢層・

定年帰農者及び農業による起業者

の支援体制の整備。 

市 H29～ 

（継続） 

法人経営総合窓口

の設置 

他産業からの新規参入に対応する

「法人経営総合窓口」の設置。 

市 H29～ 

（継続） 

担い手育成総合支

援事業 

八戸地域担い手育成総合支援協議

会を通じて、地域実態に即した担い

手の経営改善支援。 

 

市・担い

手育成総

合支援協

議会 

H29～ 

（継続） 

地域農業経営再開

復興支援事業 

地域の中心となる農業経営体を定

めた経営再開マスタープランを作

成し、農地集積や独立・自営就農を

支援。 

国・県・

市 

H29～ 

（継続） 

経営体育成支援事

業 

農業用機械や施設等の整備に関す

る補助。 

国・県・

市 

H29～ 

（継続） 
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農業近代化資金利

子補給補助金 

農業者に対して融資機関が行う融

資に関する利子補給。 

市 H29～ 

（継続） 

農業経営基盤強化

資金利子補給補助

金 

農業者に対して融資機関が行う融

資に関する利子補給。 

県・市 H29～ 

（継続） 
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２ 地域特性を生かした八戸農業の推進 

 

（振興方策） 

  (１)地域特性を生かした農業生産の促進 

  当市の自然条件と生産地であり消費地でもあるという社会条件を生かし、

野菜生産を中心としながらも、市内の地域毎の自然・社会条件により、水

稲、果樹、花き、畑作物等の生産振興を図り、地域特性を生かした多彩な

農業生産を促進します。 

 

①水稲 

   食味・品質をより重視した米の安定的な生産を推進するため、立地・

気象条件に応じた生産を促進するとともに、農地の流動化や農作業受委

託による省力・低コスト生産体制の構築を図ります。 

   また、消費者の健康・安全志向等のニーズに対応するため、肥料や農

薬を低減した特別栽培米の生産等の売れる米作りを支援します。 

   加えて、国の米政策を利用した飼料用等の新規需要米の生産体制の構

築に向けた取組を支援します。 

 

②野菜 

   野菜を当市の中心作物と位置付け、消費者のニーズを踏まえ、地域の

自然・社会条件に適した品目を選定し、環境への負荷が少なく、付加価

値の高い有機栽培や特別栽培等の取組の拡大を図りながら、単一大規模

経営と多品目経営の双方の生産体制の構築を支援します。 

   また、施設野菜については、夏秋期の作型分化と作期の拡大による生    

  産振興を図りながら、冬期間の施設の有効利用による「冬野菜」の供給

拡大を促進します。 

   露地野菜については、省力化・軽労化技術の普及を図るとともに合理  

  的輪作体系の確立による高品質・安定生産を促進します。 

 

③果樹 

ワイン用ぶどう等の新たな品目、並びに優良品種への転換や園内整備

等を促進するとともに、消費者ニーズに対応した産地形成を支援します。 

 

④花き 

   消費・生産・輸入動向を的確に把握しながら、当市の気象条件を生か 

した品目・品種を選定し、生産の拡大を図ります。 

   また、安定的かつ高品質生産を図るため、施設を利用した周年栽培を

促進します。 
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なお、冬期については、低コスト生産体制の構築を促進します。 

 

⑤畑作物・特用作物 

   大豆を中心に、消費者の健康・安全志向の高まりを背景とした国産や

有機・特別栽培農産物等の需要が拡大傾向にあるほか、水田における土

地利用型農業の推進を図る上でも重要であることから、生産の団地化、

土地利用の集積、農業機械の導入や作業の共同化、基本技術の励行等に

より、生産性、品質の向上及び生産コストの低減を促進し、国の米政策

を利用しながら経営の安定を図ります。 

   また、葉たばこの廃作後については、ねぎ等の経営的に安定した品目

の生産を促進するとともに、ワイン用ぶどう等の新たな作物についても

生産を促進します。 

 

 (２)販売を基点とした農業生産の促進 

農産物の品質、安全・安心といったユーザーのニーズの変化に対応できる

農業生産体制の構築を支援します。 

また、農産物のエンドユーザーを対象とする情報発信の機会を増大し、買

ってもらえる農産物のニーズの変化を継続的に探り、農業生産に関する施策

に反映させることにより、販売を基点とした農業生産を促進します。 

 

（主な事業） 

事業名 事業概要 事業主体 事業期間 

農業新ブランド育

成事業 

 

八戸菓子商工業組合等の他産業の

団体と連携した情報発信及び６次

産業化の促進のためのイベントの

開催等。 

市 H29～ 

(継続) 

※内容拡充 

環境保全型農業普

及促進事業 

エコファーマーが生産する「エコ農

作物」の販売促進に向けたＰＲ等を

実施するとともに環境保全型農業

直接支払交付金を交付。 

国・県・

市 

H29～ 

（継続） 

 

経営所得安定対策

直接支払推進事業 

 

 

経営所得安定対策の普及・推進。 国・県・

市 ・ 農

協・集荷

業者等 

H29～ 

（継続） 

農業用プラスチッ

ク処理対策事業 

 

農業用プラスチックの適正処理の

促進。 

 

市・農協 

 

H29～ 

（継続） 
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野菜等産地強化総

合対策事業 

簡易ハウス及び耐雪型ハウス等の

導入に関する補助。 

県・市・

農業者 

H29～ 

（継続） 

果樹経営支援対策

事業 

 

 

りんご等の改植等基盤整備に関す

る補助及び改植を実施した場合に

発生する未収益期間に対する定額

補助。 

市 ・ 農

協・農業

者 

H29～ 

（継続） 

りんご経営安定対

策事業 

りんご生産者の経営の安定を図る

ため、りんごの需給調整及び次年度

の再生産に向けた基金造成。 

国・県・

市 

H29～ 

（継続） 

果樹振興対策事業 

 

りんご園の鳥獣駆除に関する補助。 市・農業

者 

H29～ 

（継続） 

葉たばこ振興対策

事業 

機械、施設の導入及び土壌消毒剤の

購入に関する補助。 

市・農業

者 

H29～ 

（継続） 

特産そば産地形成

奨励金事業 

そばの刈り取りに関する補助。 市・農業

者 

H29～ 

（継続） 

そば振興対策事業 

 

種子の更新及び緑肥の導入に関す

る補助。 

市・農業

者 

H29～ 

(継続) 

南郷新規作物研究

事業 

南郷地区の農業の活性化に資する

ことを目的に、南郷新規作物研究会

議等において、葉たばこに代わる新

たな作物を研究。 

市 H29～ 

（継続） 

耕畜連携推進事業

パートナー制度 

 

家畜排せつ物を利用したたい肥・肥

料等の施用・管理方法に関する調

査・研究。 

市・事業

者 

H29～ 

(継続) 

農業講座開催事業 農業生産に関する講座の開催。 

 

市 H29～ 

(継続) 

土壌分析・改良事

業 

農地土壌の分析及び土壌改良に関

する支援。 

市 H29～ 

(継続) 

植物組織培養事業 

 

植物組織培養事業によるウイルス

フリー苗の育成。 

市 H29～ 

(継続) 

生産振興に関する

調査事業 

 

 

 

 

 

野菜、花きの栽培に関する調査。 

 

(施設野菜) 

◇いちご 

・促成栽培に関する調査 

・半促成栽培に関する調査 

・夏秋栽培に関する調査 

市 H29～ 

(継続) 
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・高設栽培に関する調査 

◇トマト 

・促成栽培に関する調査 

・夏秋栽培に関する調査 

・抑制栽培に関する調査 

◇ミニトマト 

・促成栽培に関する調査 

・夏秋栽培に関する調査 

・抑制栽培に関する調査 

◇こまつな・ほうれんそう 

・冬期間における品種比較調査 

 

(露地野菜) 

◇ねぎ 

・品種比較調査 

◇ピーマン 

・品種比較調査 

・接ぎ木に関する調査 

◇ながいも 

・施肥の効果に関する調査 

◇にんにく 

・栽植距離別収量に関する調査 

◇糠塚きゅうり 

・栽培方法に関する調査 

 

(花き) 

◇黄輪菊 

・８月出荷に関する調査 

◇トルコギキョウ 

・８月出荷に関する調査 

・越冬栽培に関する調査 
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３ 発信型農業の促進 

 

（振興方策） 

(１)八戸農業のブランド力の創出 

   八戸伝統野菜として平成 24 年に選定した「糠塚きゅうり」及び「八戸食

用菊」については、生産の伝承及びブランド力の創出に努めるとともに、

八戸特産野菜として平成 24 年に選定した「八戸いちご」については、生産

の振興及びブランド力の向上を促進します。 

また、その他の農産物について、市内の生産量が多く、県内の他の地域  

においては生産量が少ない「ミニトマト」等については、市でブランド力の

向上に努め、他の県内全域で生産されている農産物については、全県的な取

組を促進します。 

 

(２)グリーン・ツーリズムの促進 

   グリーン・ツーリズムは、地域住民にとって自らの地域から資源を再発

見する機会であるとともに、交流人口の増加や新たな市場の形成によって

女性や高齢者の活躍する場面が創出される等多様な効果が期待できること

から、南郷地区のさくらんぼ、ブルーベリー、りんご、いちごの観光農園

を主なフィールドとするグリーン・ツーリズムを促進します。 

 

(３)地産地消の促進 

生産地であり消費地でもあるという社会条件を最大限に生かすため、市 

場流通を基本としながらも、直売所、朝市、夕市、農産物フェア、学校給食

等の多様な機会を生かした地産地消を促進するため、農産物の品目、数量の

拡大や販売力の強化を支援します。 

 

(４)旬産旬消の促進 

旬の時期に多く生産された地元農産物を旬の時期に消費する旬産旬消を

促進し、季節感を売りにした八戸農産物に対する市民の愛用意識を醸成し、

消費の拡大を図ります。 

 

(５)食育の推進 

   食を作り出す農業に対する理解の醸成を図るため、市民農園、農業体験

学習会、学童農園等を通じた取組を食農教育の一環として支援します。 

   なお、市民農園の整備については、ニーズに応じて開設方法等を検討し、

柔軟に対応します。 
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（主な事業） 

事業名 事業概要 事業主体 事業期間 

農業新ブランド育

成事業（再掲） 

 

八戸菓子商工業組合等の他産業の

団体と連携した情報発信及び６次

産業化の促進のためのイベントの

開催等。 

市 H29～ 

(継続) 

※内容拡充 

「農業経営者の育

成に関する協定」

に基づく農業者育

成支援(再掲) 

八戸学院大学と締結した「農業経営

者の育成に関する協定」に基づく農

業者育成支援及び新たな農業経営

手法の研究。 

市・八戸

学院大学 

H29～ 

(継続) 

 

観光農園振興事業 

 

観光農園のＰＲやイベント等に関

する補助。 

市・八戸

市南郷観

光農業振

興会 

H29～ 

(継続) 

グリーン・ツーリ

ズム対策 

農業観光資源の開発やＰＲ。 

 

市・八戸

市南郷観

光農業振

興会・南

の郷ツー

リズム協

議会 

H29～ 

(継続) 

市民農園事業 

 

 

農業に対する理解を深めてもらう

ことを目的に農業経営振興センタ

ー内等に開設。 

市 H29～ 

(継続) 

農業体験学習会開

催事業 

 

 

農業に対する理解を深めてもらう

ことを目的に園児、小中学生等を対

象に農業経営振興センター内で開

催。 

市 H29～ 

(継続) 

家庭菜園講習会開

催事業 

 

 

農業に対する理解を深めてもらう

ことを目的に、主に家庭菜園初心者

向けに農業経営振興センターで開

催。出前講習会も実施。 

市 H29～ 

(継続) 
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４ 他産業との連携による新たな価値の創出 

 

（振興方策） 

(１)他産業との連携による６次産業化の促進 

多様な産業の多様な業種が集積している当市の特徴を最大限に活用するた

め、八戸菓子商工業組合等の商工業団体との連携による６次産業化を促進し、

それぞれの強みを生かした新たな価値の創出を支援します。 

特に、「八戸いちご」等の優位性のある品目については、積極的に利用を促

進し、新たなスイーツの開発等の取組を支援します。 

 

(２)他産業との連携による域内消費の拡大 

それぞれのエンドユーザーに対して６次産業化の成果に関する情報を発信

することにより、域内消費を拡大し、それぞれの販路の多様化を促進します。 

 

（主な事業） 

事業名 事業概要 事業主体 事業期間 

農業新ブランド育

成事業（再掲） 

 

八戸菓子商工業組合等の他産業の

団体と連携した情報発信及び６次

産業化の促進のためのイベントの

開催等。 

市 H29～ 

(継続) 

※内容拡充 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



30 

 

５ 持続的な農業生産環境の整備 

 

（振興方策） 

(１)農業生産を支える基盤の管理 

農業の安定的な生産と農業の有する多面的機能を支える基盤となる農地

の管理に向けた施策の実施により、優良農地の形成を図ります。 

 

(２)農地利用集積の促進 

地域毎の実情を踏まえながら、農地中間管理機構等を活用し、計画的に

農地の利用集積を図り、農地の集団性・連続性を確保することにより、生産

コストの低減による効率的かつ安定的な農業経営を促進します。 

 

(３)農業関係団体との連携の強化 

農業協同組合、農業共済組合、土地改良区等の農業関係団体については、

地域農業の要としての役割を担っていることから、緊密な連携を図り、農業

者への一元的な対応を図ります。 

 

（主な事業） 

事業名 事業概要 事業主体 事業期間 

中山間地域等直接

支払事業 

 

農業生産条件の不利な中山間地域

の耕作放棄の予防等のため、交付金

を交付。 

 

国・県・

市・農業

者 

H29～31 

(継続) 

多面的機能支払交

付金 

 

農地・農業用施設等の保全管理活動

を支援するため、交付金を交付。 

 

国・県・

市・農業

者 

H29～ 

（継続） 

遊休農地解消活動

事業 

遊休農地の解消と発生防止のため

の農地パトロールの実施。 

 

農業委員

会 

H29～ 

(継続) 

農業経営基盤強化

促進事業 

農地利用集積を図るための利用権

の設定及び嘱託登記事務の実施。 

 

市・農業

委員会 

H29～ 

 (継続) 

農地移動適正化あ

っせん事業 

農地の売買等のあっせん及びあっ

せん制度に関するＰＲの実施。 

 

 

農業委員

会 

H29～ 

 (継続) 
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機構集積協力金事

業 

【地域集積協力金】 

地域内の農地の一定割合以上を農

地中間管理機構に貸し付けた「地

域」に対し、協力金を交付。 

【経営転換協力金】 

農地中間管理機構に農地を貸し付

けてリタイアまたは経営転換をし

た農業者に対し、協力金を交付。 

【耕作者集積協力金】 

農地中間管理機構に２筆以上のま

とまった農地や機構の借受農地等

に隣接する農地を貸し付けた農業

者に対し、協力金を交付。 

国・県・

市・農業

者 

H29～ 

（継続） 

農協との連携強化

事業 

営農指導担当者連絡会議等の開催

による連携の強化。 

農 協 ・

県・市 

H29～ 

 (継続) 
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６ 八戸飼料穀物コンビナートや冷涼な気候を生かした畜産業の振興 

 

（振興方策） 

(１)畜産業の振興のための環境整備 

八戸飼料穀物コンビナートや冷涼な気候を生かした畜産業の振興を図る

ため、畜産施設に関する環境影響評価実施基準の緩和・見直しについて、関

係機関に検討を促すとともに、他の畜産振興に関する規制の緩和・見直しに

ついても関係機関等と連携して働きかけるほか、近年、全国的に多発してい

る高病原性鳥インフルエンザ等の家畜伝染病に迅速に対応するため、関係機

関との連携を密にし、実効ある防疫体制の構築に協力する等、当市を含む県

南地域の畜産業の振興のための環境整備を図ります。 

 

(２)耕畜連携の促進 

    家畜排せつ物を利用したたい肥・肥料等の施用による耕畜連携を促進し、

循環型農業を推進するとともに、家畜排せつ物のより一層の有効利用を図

るため、「耕畜連携推進事業パートナー制度」により、たい肥、肥料等の施

用・管理方法に関する調査・研究を市と畜産業経営者が共同で取り組みま

す。 

    また、飼料自給率の向上、水田の有効活用を図るため、飼料用米の生産

を含む家畜排せつ物利用の資源循環型米生産体制の構築に向けた取組を支

援します。 

 

（主な事業） 

事業名 事業概要 事業主体 事業期間 

畜産振興事業 

 

畜産共進会への出品に要する経費

負担。 

市 H29～ 

(継続) 

優良牛受精卵活用

促進事業 

高品質な肉用雌牛を利用した受精

卵の生産・移植に対する補助。 

市・事業

者 

H29～ 

(継続) 

肉用牛地域内一貫

生産促進事業 

市内産子牛の肥育に要する経費に

対する補助。 

市・事業

者 

H29～ 

(継続) 

畜産関連産業振興

事業 

「八戸地域畜産関連産業振興ビジ

ョン」を策定し、八戸地域の畜産の

振興及び国内一大基地化を推進。 

市 H29～ 

（継続） 

耕畜連携推進事業

パートナー制度

(再掲) 

家畜排せつ物を利用したたい肥・肥

料等の施用・管理方法に関する調

査・研究。 

市・事業

者 

H29～ 

(継続) 
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７ 森林環境の整備 

 

（振興方策） 

(１)森林環境整備の促進 

森林施業に関する取組を支援するとともに、森林が持つ国土保全、水源か

ん養、地球温暖化防止、生物多様性保全等の多面的機能の維持と環境美化を

図るため、間伐等を促進し、適切な森林環境の整備を推進します。 

 

(２)市民と森林のふれあいの場の提供 

    「市民の森不習岳」を市民の憩いの場として、より一層の活用を図るた

め、環境整備を推進するとともに円滑な管理運営に努め、森林を利用した

レクリエーションを通じた森林への理解の醸成を図ります。 

 

(３)公共建築物等における木材利用の促進 

    一般の利用に供される公共建築物等に積極的に地元材を活用することに

より、公共建築物以外での木材利用の促進及び地域の林業・木材産業の活

性化を図り、森林の適正な整備・保全を促進します。 

 

（主な事業） 

事業名 事業概要 事業主体 事業期間 

除間伐等実施事業 

 

森林組合が実施する除間伐等に対

する補助。 

市・森林

組合 

H29～ 

(継続) 

森林・山村多面的

機能発揮対策事業 

森林の有する多面的機能の発揮と

里山林の保全及び森林資源利活用

の促進活動に対する支援。 

国・県・

市・森林

組合 

H29～30 

(新規) 

市民の森施設改修

等事業 

施設の老朽化に伴う共益施設等の

改修及び施設のバリアフリー化等。 

 

市 H29～ 

(継続) 

公有林整備事業 

 

市民の森不習岳の除間伐作業。 市 H29～ 

(継続) 

公共建築物への地

元材の導入 

 

市公共建築物に地元材を積極的に

利用し、市民への木材利用の普及啓

発を図る。 

市 H29～ 

（継続） 
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８ 地域資源を活用した可能性の追求  

 

（振興方策） 

(１)食品加工業との連携 

食料品製造業との連携について、既存の取組の課題を探り、促進方策を

引き続き検討します。 

 

(２)グローバル化への対応 

農産物の海外販路について情報収集し、八戸港等を利用した農産物の輸

出方策について検討するとともに、ニーズに応じて、グローバルＧＡＰの取

得を促進します。 

グローバル化に関連する影響については、関係機関と連携を図りながら

事前に対応を検討し、国の支援策を最大限に生かせる体制を構築しながら、

八戸農業の強化を図ります。 
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第７ 地区別振興方向 

 

 市川地区、下長地区、上長地区、豊崎地区、館地区、是川地区、大館地区、

南浜・美保野地区、旧市内、島守地区、中沢地区の 11 地区別に特性を生かした

振興方向を次のとおりとします。 

 

１ 市川地区 

                          
（２）農業構造 

 

①農家 

農家数の推移                       （単位：戸） 

 農家数 販売農家数※１ 自給的農

家数※２ 計 専業 第１兼 第２兼 

平成17年 453 335 74 42 219 118 

平成22年 396 271 76 22 173 125 

平成27年 304 203 71 26 106 101 

※１ 販売農家：経営耕地面積が 30a 以上又は調査期日前 1 年間における農産

物販売金額が 50 万円以上の農家。 

※２ 自給的農家：経営耕地面積が 30a 未満で、かつ、調査期日前１年間にお

ける農産物販売金額が 50 万円未満の農家。 

◇農林業センサスより 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）関係集落名 

   轟木、和野、高屋敷、赤畑尻引、桔梗野 

   向谷地、浜市川、橋向、古場蔵 
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②農業就業人口 

農業就業人口の推移                    （単位：人） 

※ 農業就業人口：自営農業に従事した世帯員（農業従事者）のうち、調査期

日前１年間に自営農業のみに従事した者又は農業とそれ以外の仕事の両方に

従事した者のうち、自営農業が主の者。 

◇農林業センサスより 
 

③耕地面積 

耕地面積の推移                      （単位：ha） 

 耕地面積 田 畑 

平成 17 年 757 594 163 

平成 21 年 747 586 161 

平成 26 年 684 535 149 

※ 耕地：農作物の栽培を目的としている土地のことをいい、けい畔を含む。 

◇八戸市調べ 
 

④農業経営体 

（a）経営耕地面積規模別経営体数の推移         （単位：経営体数） 

 経営体数 1ha 未満 1ha-2ha 2ha-3ha 3ha-5ha 5ha 以上 

平成17年 340 202 92 25 17 4 

平成22年 275 146 82 22 20 5 

平成27年 207 105 62 21 11 8 

※１ 農業経営体：農産物の生産を行うか又は委託を受けて農作業を行い、生

産又は作業に係る面積・頭数が、規定に該当する事業を行う者。 

※２ 経営耕地：農業経営体が経営している耕地をいい、けい畔を含む。自ら

所有し耕作している耕地と、他から借りて耕作している耕地の合計。 

◇農林業センサスより 

 

 

 

 

 

 

 農業就業人口 男 女 

平成 17 年 596 253 343 

平成 22 年 461 225 236 

平成 27 年 338 170 168 
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（b）農業経営組織別経営体数の推移           （単位：経営体数） 

 

 

販売のあっ 

た経営体数 

単一経営 複合経営 

稲 野菜 果樹 花き 畜産 その他 

平成 17 年 307 222 38 - - 2 3 42 

平成 22 年 248 175 26 1 1 1 6 38 

平成 27 年 182 126 30 - 1 3 1 21 

◇農林業センサスより 
 

（c）農産物販売金額規模別経営体数の推移（単位：上段 万円、下段 経営体数） 

 

 

販売のあっ 

た経営体数 

50 

未満 

50- 

300 

300- 

500 

500- 

700 

700- 

1,000 

1,000 

以上 

平成 17 年 307 138 116 14 11 15 13 

平成 22 年 248 131 82 11 6 9 9 

平成 27 年 182 84 58 16 7 7 10 

◇農林業センサスより 

 

（d）農産物販売金額１位の出荷先別経営体数の推移    （単位：経営体数） 

 販売のあっ

た経営体数 

農協 集出荷団体 卸売市場 小売業者 

平成 17 年 307 162 92 11 25 

平成 22 年 248 115 95 14 15 

平成 27 年 182 80 83 3 10 

 

食品製造・

外食産業 

消費者に 

直接販売 

その他 

1 8 8 

1 2 6 

- 1 5 

◇農林業センサスより 

 

（e）借入耕地のある経営体数と借入耕地面積の推移       （単位：ha） 

 計 田 畑 

経営体数 面積 経営体数 面積 経営体数 面積 

平成17年 57 50 51 46 15 4 

平成22年 60 59 53 52 13 7 

平成27年 51 110 44 107 11 3 

◇農林業センサスより 
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（f）貸付耕地のある経営体数と貸付耕地面積の推移       （単位：ha） 

 計 田 畑 

経営体数 面積 経営体数 面積 経営体数 面積 

平成17年 34 13 19 8 17 5 

平成22年 37 15 16 8 23 7 

平成27年 58 34 47 31 14 3 

◇農林業センサスより 

 

（３）立地条件及び農業生産の特色 

   市の北部に位置し、奥入瀬川及び五戸川流域に水田地帯が開けています。

田が耕地面積の８割を占めており、夏期は太平洋から吹き付けるやませ 

（偏東風）の影響を受けやすい地域です。 

   水田転作によるいちご栽培や大豆栽培が行われています。 

 

（４）主に生産されている農産物 

水稲、小麦、大豆、いちご 

 

（５）振興方向 

水稲については、国の制度等を利用しながら、基盤整備を進め、基幹作

物として生産を継続するとともに、転作田を有効活用した施設いちご、並

びに、集団的に生産されている小麦や大豆を中心とする複合経営の確立を

促進します。 

   また、小麦や大豆生産のさらなる集団化を促進するため、農地の流動化

を図ります。 

 

（６）振興する農産物 

水稲、小麦、大豆、いちご 
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２ 下長地区 

                          
（２）農業構造 

 

①農家 

農家数の推移                        （単位：戸） 

 農家数 販売農家数※１ 自給的農

家数※２ 計 専業 第１兼 第２兼 

平成17年 333 251 35 26 190 82 

平成22年 305 226 58 14 154 79 

平成27年 260 182 50 11 121 78 

※１ 販売農家：経営耕地面積が 30a 以上又は調査期日前 1 年間における農産

物販売金額が 50 万円以上の農家。 

※２ 自給的農家：経営耕地面積が 30a 未満で、かつ、調査期日前１年間にお

ける農産物販売金額が 50 万円未満の農家。 

◇農林業センサスより 

 

②農業就業人口 

農業就業人口の推移                    （単位：人） 

※ 農業就業人口：自営農業に従事した世帯員（農業従事者）のうち、調査期

日前１年間に自営農業のみに従事した者又は農業とそれ以外の仕事の両方に

従事した者のうち、自営農業が主の者。 

◇農林業センサスより 

 

 

 

 農業就業人口 男 女 

平成 17 年 417 174 243 

平成 22 年 399 172 227 

平成 27 年 311 148 163 

（１）関係集落名 

   長苗代、石堂、河原木、高館、小田、 

   日計、八太郎 
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③耕地面積 

耕地面積の推移                       （単位：ha） 

 耕地面積 田 畑 

平成 17 年 449 342 107 

平成 21 年 442 337 105 

平成 26 年 404 307 97 

※ 耕地：農作物の栽培を目的としている土地のことをいい、けい畔を含む。 

◇八戸市調べ 

 

④農業経営体 

（a）経営耕地面積規模別経営体数の推移         （単位：経営体数） 

 経営体数 1ha 未満 1ha-2ha 2ha-3ha 3ha-5ha 5ha 以上 

平成17年 245 171 54 13 5 2 

平成22年 226 139 66 12 7 2 

平成27年 185 132 38 8 4 3 

※１ 農業経営体：農産物の生産を行うか又は委託を受けて農作業を行い、生

産又は作業に係る面積・頭数が、規定に該当する事業を行う者。 

※２ 経営耕地：農業経営体が経営している耕地をいい、けい畔を含む。自ら

所有し耕作している耕地と、他から借りて耕作している耕地の合計。 

◇農林業センサスより 

 

（b）農業経営組織別経営体数の推移           （単位：経営体数） 

 

 

販売のあっ 

た経営体数 

単一経営 複合経営 

稲 野菜 果樹 花き 畜産 その他 

平成 17 年 185 142 5 - 2 - 1 35 

平成 22 年 190 136 9 - 1 - - 44 

平成 27 年 163 120 9 1 - 1 1 31 

◇農林業センサスより 

 

（c）農産物販売金額規模別経営体数の推移（単位：上段 万円、下段 経営体数） 

 

 

販売のあっ 

た経営体数 

50 

未満 

50- 

300 

300- 

500 

500- 

700 

700- 

1,000 

1,000 

以上 

平成 17 年 185 94 78 3 5 1 4 

平成 22 年 190 83 94 5 4 2 2 

平成 27 年 163 115 33 9 1 1 4 

◇農林業センサスより 
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（d）農産物販売金額１位の出荷先別経営体数の推移    （単位：経営体数） 

 販売のあっ

た経営体数 

農協 集出荷団体 卸売市場 小売業者 

平成 17 年 185 100 33 19 13 

平成 22 年 190 101 38 23 5 

平成 27 年 163 77 34 24 13 

 

食品製造・

外食産業 

消費者に 

直接販売 

その他 

1 12 7 

1 17 5 

3 6 6 

◇農林業センサスより 

 

（e）借入耕地のある経営体数と借入耕地面積の推移         （単位：ha） 

 計 田 畑 

経営体数 面積 経営体数 面積 経営体数 面積 

平成17年 40 25 33 20 13 5 

平成22年 38 31 30 23 14 8 

平成27年 31 67 25 27 11 40 

◇農林業センサスより 

 

（f）貸付耕地のある経営体数と貸付耕地面積の推移       （単位：ha） 

 計 田 畑 

経営体数 面積 経営体数 面積 経営体数 面積 

平成17年 37 25 23 12 20 13 

平成22年 41 24 28 15 18 9 

平成27年 35 32 19 12 22 20 

◇農林業センサスより 

 

（３）立地条件及び農業生産の特色 

   市の北東部に位置し、馬淵川の北側に開けた水田地帯であり、耕地面積

の８割が田となっています。 

   市街地に隣接し、混住化が進んでいます。 

   主要作物は水稲の他、トマト等の施設野菜、ねぎ等の露地野菜となって

います。 
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（４）主に生産されている農産物 

水稲、トマト、ねぎ 

 

（５）振興方向 

   都市的土地利用との調整を長期的かつ計画的に図り、水稲栽培を基幹と

しながら、施設トマト栽培と露地ねぎ栽培を促進します。 

   また、都市化の進んでいる集落については、施設栽培による多品目生産

を促進し、市民へ「新鮮」で「安全」な食料の安定供給を図ります。 

 

（６）振興する農産物 

   水稲、トマト、ねぎ 
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３ 上長地区 

                          
（２）農業構造 

 

①農家 

農家数の推移                        （単位：戸） 

 農家数 販売農家数※１ 自給的農

家数※２ 計 専業 第１兼 第２兼 

平成17年 454 255 42 13 200 199 

平成22年 388 202 41 9 152 186 

平成27年 299 144 37 6 101 155 

※１ 販売農家：経営耕地面積が 30a 以上又は調査期日前 1 年間における農産

物販売金額が 50 万円以上の農家。 

※２ 自給的農家：経営耕地面積が 30a 未満で、かつ、調査期日前１年間にお

ける農産物販売金額が 50 万円未満の農家。 

◇農林業センサスより 

 

②農業就業人口 

農業就業人口の推移                    （単位：人） 

※ 農業就業人口：自営農業に従事した世帯員（農業従事者）のうち、調査期

日前１年間に自営農業のみに従事した者又は農業とそれ以外の仕事の両方に

従事した者のうち、自営農業が主の者。 

◇農林業センサスより 

 

 

 

 農業就業人口 男 女 

平成 17 年 453 188 265 

平成 22 年 331 149 182 

平成 27 年 223 106 117 

（１）関係集落名 

   正法寺、三条目、笹ノ沢、尻内、大仏 
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③耕地面積 

耕地面積の推移                       （単位：ha） 

 耕地面積 田 畑 

平成 17 年 571 335 236 

平成 21 年 564 331 233 

平成 26 年 517 302 215 

※ 耕地：農作物の栽培を目的としている土地のことをいい、けい畔を含む。 

◇八戸市調べ 

 

④農業経営体 

（a）経営耕地面積規模別経営体数の推移         （単位：経営体数） 

 経営体数 1ha 未満 1ha-2ha 2ha-3ha 3ha-5ha 5ha 以上 

平成17年 258 196 45 6 5 6 

平成22年 203 145 38 9 6 5 

平成27年 146 102 26 7 3 8 

※１ 農業経営体：農産物の生産を行うか又は委託を受けて農作業を行い、生

産又は作業に係る面積・頭数が、規定に該当する事業を行う者。 

※２ 経営耕地：農業経営体が経営している耕地をいい、けい畔を含む。自ら

所有し耕作している耕地と、他から借りて耕作している耕地の合計。 

◇農林業センサスより 

 

（b）農業経営組織別経営体数の推移           （単位：経営体数） 

 

 

販売のあっ 

た経営体数 

単一経営 複合経営 

稲 野菜 果樹 花き 畜産 その他 

平成 17 年 179 142 9 - - 1 1 26 

平成 22 年 165 133 6 1 - 1 - 24 

平成 27 年 120 96 7 - - 2 - 15 

◇農林業センサスより 

 

（c）農産物販売金額規模別経営体数の推移（単位：上段 万円、下段 経営体数） 

 

 

販売のあっ 

た経営体数 

50 

未満 

50- 

300 

300- 

500 

500- 

700 

700- 

1,000 

1,000 

以上 

平成 17 年 179 113 56 3 2 1 4 

平成 22 年 165 100 55 7 1 1 1 

平成 27 年 120 82 31 3 - - 4 

◇農林業センサスより 
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（d）農産物販売金額１位の出荷先別経営体数の推移     （単位：経営体数） 

 販売のあっ

た経営体数 

農協 集出荷団体 卸売市場 小売業者 

平成 17 年 179 121 12 7 12 

平成 22 年 165 73 41 3 24 

平成 27 年 120 44 31 15 18 

 

食品製造・

外食産業 

消費者に 

直接販売 

その他 

1 5 21 

- 11 13 

1 7 4 

◇農林業センサスより 

 

（e）借入耕地のある経営体数と借入耕地面積の推移        （単位：ha） 

 計 田 畑 

経営体数 面積 経営体数 面積 経営体数 面積 

平成17年 40 76 31 21 14 55 

平成22年 36 73 30 25 11 48 

平成27年 33 81 29 36 12 45 

◇農林業センサスより 
 

（f）貸付耕地のある経営体数と貸付耕地面積の推移        （単位：ha） 

 計 田 畑 

経営体数 面積 経営体数 面積 経営体数 面積 

平成17年 47 27 12 4 36 23 

平成22年 46 25 16 5 36 20 

平成27年 32 18 12 3 22 15 

◇農林業センサスより 

 

（３）立地条件及び農業生産の特色 

   市の西部に位置し、馬淵川の北側に開けた水田地帯であり、耕地面積の

６割が田です。 

丘陵地では農地が造成されており、露地野菜栽培が行われています。 

   東北新幹線や東北縦貫自動車道の北方延伸、区画整理事業等により、都

市的土地利用が漸次増加しています。 
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（４）主に生産されている農産物 

水稲、ごぼう、ながいも、にんにく、ピーマン 

 

（５）振興方向 

水稲については、基幹作物として、国の制度を利用しながら主食用及び飼

料用の生産を継続するとともに、ごぼう、ながいも、にんにく等の露地野菜

生産を促進します。 

また、高齢化等に伴う労働体制の変化に対応し、重量野菜から軽量野菜の

ピーマンへの移行を促進します。 

 

（６）振興する農産物 

   水稲、ごぼう、ながいも、にんにく、ピーマン 
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４ 豊崎地区 

                          
（２）農業構造 

 

①農家 

農家数の推移                        （単位：戸） 

 農家数 販売農家数※１ 自給的農

家数※２ 計 専業 第１兼 第２兼 

平成17年 239 137 18 12 107 102 

平成22年 229 129 24 16 89 100 

平成27年 197 104 21 13 70 93 

※１ 販売農家：経営耕地面積が 30a 以上又は調査期日前 1 年間における農産

物販売金額が 50 万円以上の農家。 

※２ 自給的農家：経営耕地面積が 30a 未満で、かつ、調査期日前１年間にお

ける農産物販売金額が 50 万円未満の農家。 

◇農林業センサスより 

 

②農業就業人口 

農業就業人口の推移                    （単位：人） 

※ 農業就業人口：自営農業に従事した世帯員（農業従事者）のうち、調査期

日前１年間に自営農業のみに従事した者又は農業とそれ以外の仕事の両方に

従事した者のうち、自営農業が主の者。 

◇農林業センサスより 

 

 

 

 農業就業人口 男 女 

平成 17 年 244 101 143 

平成 22 年 211 100 111 

平成 27 年 152 79 73 

（１）関係集落名 

   滝谷、上七崎、下七崎、永福寺 
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③耕地面積 

耕地面積の推移                       （単位：ha） 

 耕地面積 田 畑 

平成 17 年 343 178 165 

平成 21 年 339 176 163 

平成 26 年 311 161 150 

※ 耕地：農作物の栽培を目的としている土地のことをいい、けい畔を含む。 

◇八戸市調べ 

 

④農業経営体 

（a）経営耕地面積規模別経営体数の推移         （単位：経営体数） 

 経営体数 1ha 未満 1ha-2ha 2ha-3ha 3ha-5ha 5ha 以上 

平成17年 137 95 29 7 4 2 

平成22年 129 84 26 11 6 2 

平成27年 104 59 25 10 7 3 

※１ 農業経営体：農産物の生産を行うか又は委託を受けて農作業を行い、生

産又は作業に係る面積・頭数が、規定に該当する事業を行う者。 

※２ 経営耕地：農業経営体が経営している耕地をいい、けい畔を含む。自ら

所有し耕作している耕地と、他から借りて耕作している耕地の合計。 

◇農林業センサスより 

 

（b）農業経営組織別経営体数の推移           （単位：経営体数） 

 

 

販売のあっ 

た経営体数 

単一経営 複合経営 

稲 野菜 果樹 花き 畜産 その他 

平成 17 年 78 43 14 - - - - 21 

平成 22 年 105 70 13 - - 3 - 19 

平成 27 年 83 56 13 - - 4 - 10 

◇農林業センサスより 
 

（c）農産物販売金額規模別経営体数の推移（単位：上段 万円、下段 経営体数） 

 

 

販売のあっ 

た経営体数 

50 

未満 

50- 

300 

300- 

500 

500- 

700 

700- 

1,000 

1,000 

以上 

平成 17 年 78 35 33 5 1 1 3 

平成 22 年 105 58 37 5 1 1 3 

平成 27 年 83 40 32 2 2 4 3 

◇農林業センサスより 
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（d）農産物販売金額１位の出荷先別経営体数の推移    （単位：経営体数） 

 販売のあっ

た経営体数 

農協 集出荷団体 卸売市場 小売業者 

平成 17 年 78 58 5 6 6 

平成 22 年 105 41 13 4 37 

平成 27 年 83 32 14 3 26 

 

食品製造・

外食産業 

消費者に 

直接販売 

その他 

- 1 2 

- 9 1 

- 5 3 

◇農林業センサスより 

 

（e）借入耕地のある経営体数と借入耕地面積の推移        （単位：ha） 

 計 田 畑 

経営体数 面積 経営体数 面積 経営体数 面積 

平成17年 15 17 11 5 4 12 

平成22年 23 22 18 11 6 11 

平成27年 27 26 22 13 7 13 

◇農林業センサスより 

 

（f）貸付耕地のある経営体数と貸付耕地面積の推移         （単位：ha） 

 計 田 畑 

経営体数 面積 経営体数 面積 経営体数 面積 

平成17年 16 12 10 7 8 5 

平成22年 22 8 9 3 15 5 

平成27年 17 7 9 3 11 4 

◇農林業センサスより 

 

（３）立地条件及び農業生産の特色 

   市の西部に位置し、浅水川に沿って水田が開けており、耕地面積の割合

は田５割、畑５割となっています。 

   ピーマン、ごぼう、ながいも、にんにくを中心とした露地野菜栽培が行

われています。 
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（４）主に生産されている農産物 

水稲、ピーマン、ごぼう、ながいも、にんにく 

 

（５）振興方向 

   水稲については、国の制度を利用しながら生産を継続するとともに、現

在、生産団地が形成されているピーマン、ごぼう、ながいも及びにんにく

については、生産技術の向上等により生産量の拡大を図ります。 

また、高齢化に伴う労働体制の変化に対応し、重量野菜からピーマン等

への移行を促進することにより、地域の実情に応じた安定的な営農体制の

確立を図ります。 

 

（６）振興する農産物 

   水稲、ピーマン、ごぼう、ながいも、にんにく 
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５ 館地区 

                          
（２）農業構造 

 

①農家 

農家数の推移                        （単位：戸） 

 農家数 販売農家数※１ 自給的農

家数※２ 計 専業 第１兼 第２兼 

平成17年 330 184 36 30 118 146 

平成22年 304 165 42 14 109 139 

平成27年 258 129 43 15 71 129 

※１ 販売農家：経営耕地面積が 30a 以上又は調査期日前 1 年間における農産

物販売金額が 50 万円以上の農家。 

※２ 自給的農家：経営耕地面積が 30a 未満で、かつ、調査期日前１年間にお

ける農産物販売金額が 50 万円未満の農家。 

◇農林業センサスより 

 

②農業就業人口 

農業就業人口の推移                    （単位：人） 

※ 農業就業人口：自営農業に従事した世帯員（農業従事者）のうち、調査期

日前１年間に自営農業のみに従事した者又は農業とそれ以外の仕事の両方に

従事した者のうち、自営農業が主の者。 

◇農林業センサスより 

 

 

 

 農業就業人口 男 女 

平成 17 年 328 140 188 

平成 22 年 280 129 151 

平成 27 年 219 109 110 

（１）関係集落名 

   八幡、坂牛、通清水、一日市、烏沢 

   鷹ノ巣、高岩 
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③耕地面積 

耕地面積の推移                      （単位：ha） 

 耕地面積 田 畑 

平成 17 年 358 160 198 

平成 21 年 353 158 195 

平成 26 年 324 144 180 

※ 耕地：農作物の栽培を目的としている土地のことをいい、けい畔を含む。 

◇八戸市調べ 

 

④農業経営体 

（a）経営耕地面積規模別経営体数の推移         （単位：経営体数） 

 経営体数 1ha 未満 1ha-2ha 2ha-3ha 3ha-5ha 5ha 以上 

平成17年 201 129 46 17 7 2 

平成22年 169 102 34 23 5 5 

平成27年 130 75 39 10 3 3 

※１ 農業経営体：農産物の生産を行うか又は委託を受けて農作業を行い、生

産又は作業に係る面積・頭数が、規定に該当する事業を行う者。 

※２ 経営耕地：農業経営体が経営している耕地をいい、けい畔を含む。自ら

所有し耕作している耕地と、他から借りて耕作している耕地の合計。 

◇農林業センサスより 

 

（b）農業経営組織別経営体数の推移           （単位：経営体数） 

 

 

販売のあっ 

た経営体数 

単一経営 複合経営 

稲 野菜 果樹 花き 畜産 その他 

平成 17 年 152 59 3 29 1 3 - 57 

平成 22 年 149 55 3 18 1 3 2 67 

平成 27 年 110 36 3 30 1 3 1 36 

◇農林業センサスより 
 

（c）農産物販売金額規模別経営体数の推移（単位：上段 万円、下段 経営体数） 

 

 

販売のあっ 

た経営体数 

50 

未満 

50- 

300 

300- 

500 

500- 

700 

700- 

1,000 

1,000 

以上 

平成 17 年 152 68 62 11 2 3 6 

平成 22 年 149 71 63 4 3 4 4 

平成 27 年 110 56 38 6 2 2 6 

◇農林業センサスより 
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（d）農産物販売金額１位の出荷先別経営体数の推移    （単位：経営体数） 

 販売のあっ

た経営体数 

農協 集出荷団体 卸売市場 小売業者 

平成 17 年 152 63 17 47 7 

平成 22 年 149 59 13 46 15 

平成 27 年 110 39 17 37 8 

 

食品製造・

外食産業 

消費者に 

直接販売 

その他 

- 13 5 

- 12 4 

2 4 3 

◇農林業センサスより 

 

（e）借入耕地のある経営体数と借入耕地面積の推移        （単位：ha） 

 計 田 畑 

経営体数 面積 経営体数 面積 経営体数 面積 

平成17年 30 17 24 13 11 4 

平成22年 27 27 24 25 9 2 

平成27年 25 30 22 28 7 2 

◇農林業センサスより 

 

（f）貸付耕地のある経営体数と貸付耕地面積の推移        （単位：ha） 

 計 田 畑 

経営体数 面積 経営体数 面積 経営体数 面積 

平成17年 25 9 12 3 15 6 

平成22年 31 12 16 5 19 7 

平成27年 25 13 12 5 17 8 

◇農林業センサスより 

 

（３）立地条件及び農業生産の特色 

   市の南西部に位置し、耕地面積の割合は田４割、畑６割となっています。 

   りんごの栽培が盛んであり、生産団地を形成している他、ミニトマトの

施設野菜栽培も行われています。 

   東北新幹線や東北縦貫自動車道の北方延伸等により、都市的土地利用が

増加しています。 
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（４）主に生産されている農産物 

水稲、ミニトマト、りんご、もも 

 

（５）振興方向 

水稲については、基幹作物として、国の制度を利用しながら飼料用及び主

食用の生産を継続するとともに、現在、生産団地が形成されている施設ミニ

トマトについては、青枯れ病対策として抵抗性台木による接ぎ木栽培の導入

を促進し、生産量の拡大を図ります。 

りんごについては、紋羽病対策として新品種への改植を促進するとともに、

ももへの改植も促進し、複合的な果樹生産体制の確立を図ります。 

また、施設スナップエンドウの促成栽培に取り組むとともに、引き続き露

地ねぎ栽培に取り組むことにより経営の充実を図ります。 

 

（６）振興する農産物 

   水稲、ミニトマト、スナップエンドウ、ねぎ、りんご、もも 
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６ 是川地区 

                          
（２）農業構造 

 

①農家 

農家数の推移                        （単位：戸） 

 農家数 販売農家数※１ 自給的農

家数※２ 計 専業 第１兼 第２兼 

平成17年 230 141 40 19 82 89 

平成22年 151 74 22 7 45 77 

平成27年 167 87 35 8 44 80 

※１ 販売農家：経営耕地面積が 30a 以上又は調査期日前 1 年間における農産

物販売金額が 50 万円以上の農家。 

※２ 自給的農家：経営耕地面積が 30a 未満で、かつ、調査期日前１年間にお

ける農産物販売金額が 50 万円未満の農家。 

◇農林業センサスより 

 

②農業就業人口 

農業就業人口の推移                    （単位：人） 

※ 農業就業人口：自営農業に従事した世帯員（農業従事者）のうち、調査期

日前１年間に自営農業のみに従事した者又は農業とそれ以外の仕事の両方に

従事した者のうち、自営農業が主の者。 

◇農林業センサスより 

 

 

 

 農業就業人口 男 女 

平成 17 年 283 137 146 

平成 22 年 141 64 77 

平成 27 年 159 77 82 

（１）関係集落名 

田中、風張、志民、妻ノ神、岩ノ沢、水

野、西山、母袋子、差波、鴨平、番屋、

天狗沢 
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③耕地面積 

耕地面積の推移                       （単位：ha） 

 耕地面積 田 畑 

平成 17 年 419 118 301 

平成 21 年 413 116 297 

平成 26 年 380 106 274 

※ 耕地：農作物の栽培を目的としている土地のことをいい、けい畔を含む。 

◇八戸市調べ 

 

④農業経営体 

（a）経営耕地面積規模別経営体数の推移         （単位：経営体数） 

 経営体数 1ha 未満 1ha-2ha 2ha-3ha 3ha-5ha 5ha 以上 

平成17年 144 74 37 16 12 5 

平成22年 74 39 20 6 5 4 

平成27年 88 37 24 7 11 9 

※１ 農業経営体：農産物の生産を行うか又は委託を受けて農作業を行い、生

産又は作業に係る面積・頭数が、規定に該当する事業を行う者。 

※２ 経営耕地：農業経営体が経営している耕地をいい、けい畔を含む。自ら

所有し耕作している耕地と、他から借りて耕作している耕地の合計。 

◇農林業センサスより 

 

（b）農業経営組織別経営体数の推移           （単位：経営体数） 

 

 

販売のあっ 

た経営体数 

単一経営 複合経営 

稲 野菜 果樹 花き 畜産 その他 

平成 17 年 102 23 24 3 2 1 15 34 

平成 22 年 59 11 11 1 2 1 2 31 

平成 27 年 72 21 26 2 2 2 3 16 

◇農林業センサスより 
 

（c）農産物販売金額規模別経営体数の推移（単位：上段 万円、下段 経営体数） 

 

 

販売のあっ 

た経営体数 

50 

未満 

50- 

300 

300- 

500 

500- 

700 

700- 

1,000 

1,000 

以上 

平成 17 年 102 20 44 12 9 6 11 

平成 22 年 59 19 29 4 3 1 3 

平成 27 年 72 23 23 8 2 8 8 

◇農林業センサスより 
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（d）農産物販売金額１位の出荷先別経営体数の推移    （単位：経営体数） 

 販売のあっ

た経営体数 

農協 集出荷団体 卸売市場 小売業者 

平成 17 年 102 43 14 15 7 

平成 22 年 59 13 4 15 6 

平成 27 年 72 22 2 18 8 

 

食品製造・

外食産業 

消費者に 

直接販売 

その他 

- 9 14 

- 16 5 

5 11 6 

◇農林業センサスより 

 

（e）借入耕地のある経営体数と借入耕地面積の推移        （単位：ha） 

 計 田 畑 

経営体数 面積 経営体数 面積 経営体数 面積 

平成17年 46 57 27 18 29 39 

平成22年 23 27 18 9 14 18 

平成27年 37 58 18 14 30 44 

◇農林業センサスより 

 

（f）貸付耕地のある経営体数と貸付耕地面積の推移       （単位：ha） 

 計 田 畑 

経営体数 面積 経営体数 面積 経営体数 面積 

平成17年 24 15 9 3 17 12 

平成22年 12 5 9 2 7 3 

平成27年 24 10 11 3 15 7 

◇農林業センサスより 

 

（３）立地条件及び農業生産の特色 

   市の南部に位置し、河川に沿って水田地帯が開けていますが、起伏が多

く、耕地面積の７割が畑となっています。 

   ねぎ、ながいもを基幹作物とした露地野菜栽培、葉たばこ栽培、トマト

等の施設野菜栽培が行われています。 

 

 



58 

 

（４）主に生産されている農産物 

水稲、ねぎ、ながいも、トマト、トルコギキョウ 

 

（５）振興方向 

   ながいも、ねぎ等の露地野菜栽培を基幹としながら、施設の導入による

施設野菜・花き栽培による複合経営を促進します。 

   また、経営規模の拡大を図る農業者については、八戸平原地区の利用を

促し、経営の安定と発展を図ります。 

 

（６）振興する農産物 

水稲、ねぎ、ながいも、トマト、トルコギキョウ 
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７ 大館地区 

                          
（２）農業構造 

 

①農家 

農家数の推移                        （単位：戸） 

 農家数 販売農家数※１ 自給的農

家数※２ 計 専業 第１兼 第２兼 

平成17年 205 101 23 6 72 104 

平成22年 195 71 18 4 49 124 

平成27年 181 67 22 5 40 114 

※１ 販売農家：経営耕地面積が 30a 以上又は調査期日前 1 年間における農産

物販売金額が 50 万円以上の農家。 

※２ 自給的農家：経営耕地面積が 30a 未満で、かつ、調査期日前１年間にお

ける農産物販売金額が 50 万円未満の農家。 

◇農林業センサスより 

 

②農業就業人口 

農業就業人口の推移                    （単位：人） 

※ 農業就業人口：自営農業に従事した世帯員（農業従事者）のうち、調査期

日前１年間に自営農業のみに従事した者又は農業とそれ以外の仕事の両方に

従事した者のうち、自営農業が主の者。 

◇農林業センサスより 

 

 

 

 農業就業人口 男 女 

平成 17 年 170 73 97 

平成 22 年 118 50 68 

平成 27 年 99 53 46 

（１）関係集落名 

   新井田、塩入、妙、大開、松館、十日市 
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③耕地面積 

耕地面積の推移                       （単位：ha） 

 耕地面積 田 畑 

平成 17 年 312 77 235 

平成 21 年 308 76 232 

平成 26 年 283 69 214 

※ 耕地：農作物の栽培を目的としている土地のことをいい、けい畔を含む。 

◇八戸市調べ 

 

④農業経営体 

（a）経営耕地面積規模別経営体数の推移         （単位：経営体数） 

 経営体数 1ha 未満 1ha-2ha 2ha-3ha 3ha-5ha 5ha 以上 

平成17年 103 83 10 5 - 5 

平成22年 73 57 9 2 - 5 

平成27年 67 50 9 3 - 5 

※１ 農業経営体：農産物の生産を行うか又は委託を受けて農作業を行い、生

産又は作業に係る面積・頭数が、規定に該当する事業を行う者。 

※２ 経営耕地：農業経営体が経営している耕地をいい、けい畔を含む。自ら

所有し耕作している耕地と、他から借りて耕作している耕地の合計。 

◇農林業センサスより 

 

（b）農業経営組織別経営体数の推移           （単位：経営体数） 

 

 

販売のあっ 

た経営体数 

単一経営 複合経営 

稲 野菜 果樹 花き 畜産 その他 

平成 17 年 53 26 3 2 1 7 3 11 

平成 22 年 45 29 - 2 2 6 2 4 

平成 27 年 37 25 1 4 1 4 - 2 

◇農林業センサスより 
 

（c）農産物販売金額規模別経営体数の推移（単位：上段 万円、下段 経営体数） 

 

 

販売のあっ 

た経営体数 

50 

未満 

50- 

300 

300- 

500 

500- 

700 

700- 

1,000 

1,000 

以上 

平成 17 年 53 26 17 1 3 1 5 

平成 22 年 45 28 8 1 2 2 4 

平成 27 年 37 27 3 - 3 1 3 

◇農林業センサスより 
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（d）農産物販売金額１位の出荷先別経営体数の推移    （単位：経営体数） 

 販売のあっ

た経営体数 

農協 集出荷団体 卸売市場 小売業者 

平成 17 年 53 12 9 6 9 

平成 22 年 45 5 18 3 11 

平成 27 年 37 5 16 2 10 

 

食品製造・

外食産業 

消費者に 

直接販売 

その他 

3 12 2 

2 5 1 

- 2 2 

◇農林業センサスより 

 

（e）借入耕地のある経営体数と借入耕地面積の推移        （単位：ha） 

 計 田 畑 

経営体数 面積 経営体数 面積 経営体数 面積 

平成17年 12 17 8 8 4 9 

平成22年 9 34 5 9 4 25 

平成27年 9 35 6 11 4 24 

◇農林業センサスより 

 

（f）貸付耕地のある経営体数と貸付耕地面積の推移       （単位：ha） 

 計 田 畑 

経営体数 面積 経営体数 面積 経営体数 面積 

平成17年 18 13 6 2 14 11 

平成22年 21 21 14 6 13 15 

平成27年 24 27 12 4 16 23 

◇農林業センサスより 

 

（３）立地条件及び農業生産の特色 

   市の南東部に位置し、河川に沿って水田が開けていますが、耕地面積の

８割は畑となっています。 

   水稲、露地野菜栽培を基幹とした経営が多いものの、施設花き栽培及び

畜産等多様な農業生産が展開されています。 

   しかしながら、市街地に隣接し、混住化が進んでいます。 
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（４）主に生産されている農畜産物 

水稲、花き、乳牛 

 

（５）振興方向 

   都市的土地利用との調整を長期的かつ計画的に図り、水稲については、

国の制度等を利用しながら、基盤整備を進め、主食用及び加工用として生

産を継続するとともに、現在、定着している花き、乳牛等の農畜産物につ

いては、省力・低コスト生産を促進します。 

   また、水稲に関する集落営農組織が設立されており、さらなる生産面積

の拡大を目指します。 

 

（６）振興する農畜産物 

   水稲、花き、乳牛 
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８ 南浜・美保野地区 

                          
（２）農業構造 

 

①農家 

（a）農家数の推移                      （単位：戸） 

 農家数 販売農家数※１ 自給的農

家数※２ 計 専業 第１兼 第２兼 

平成17年 235 59 14 5 40 176 

平成22年 198 57 9 4 44 141 

平成27年 169 41 10 1 30 128 

※１ 販売農家：経営耕地面積が 30a 以上又は調査期日前 1 年間における農産

物販売金額が 50 万円以上の農家。 

※２ 自給的農家：経営耕地面積が 30a 未満で、かつ、調査期日前１年間にお

ける農産物販売金額が 50 万円未満の農家。 

◇農林業センサスより 

 

②農業就業人口 

農業就業人口の推移                    （単位：人） 

※ 農業就業人口：自営農業に従事した世帯員（農業従事者）のうち、調査期

日前１年間に自営農業のみに従事した者又は農業とそれ以外の仕事の両方に

従事した者のうち、自営農業が主の者。 

◇農林業センサスより 

 

 

 

 農業就業人口 男 女 

平成 17 年 125 51 74 

平成 22 年 80 42 38 

平成 27 年 64 25 39 

（１）関係集落名 

   大久保、町畑、美保野、金吹沢、白浜、

種差、大久喜、金浜等 
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③耕地面積 

耕地面積の推移                      （単位：ha） 

 耕地面積 田 畑 

平成 17 年 187 50 137 

平成 21 年 184 49 135 

平成 26 年 170 45 125 

※ 耕地：農作物の栽培を目的としている土地のことをいい、けい畔を含む。 

◇八戸市調べ 

 

④農業経営体 

（a）経営耕地面積規模別経営体数の推移         （単位：経営体数） 

 経営体数 1ha 未満 1ha-2ha 2ha-3ha 3ha-5ha 5ha 以上 

平成17年 74 49 18 4 2 1 

平成22年 70 42 19 4 4 1 

平成27年 52 29 12 4 3 4 

※１ 農業経営体：農産物の生産を行うか又は委託を受けて農作業を行い、生

産又は作業に係る面積・頭数が、規定に該当する事業を行う者。 

※２ 経営耕地：農業経営体が経営している耕地をいい、けい畔を含む。自ら

所有し耕作している耕地と、他から借りて耕作している耕地の合計。 

◇農林業センサスより 

 

（b）農業経営組織別経営体数の推移           （単位：経営体数） 

 

 

販売のあっ 

た経営体数 

単一経営 複合経営 

稲 野菜 果樹 花き 畜産 その他 

平成 17 年 40 21 6 - 1 7 1 4 

平成 22 年 37 12 8 - 7 9 - 7 

平成 27 年 38 12 8 - 2 8 1 7 

◇農林業センサスより 
 

（c）農産物販売金額規模別経営体数の推移（単位：上段 万円、下段 経営体数） 

 

 

販売のあっ 

た経営体数 

50 

未満 

50- 

300 

300- 

500 

500- 

700 

700- 

1,000 

1,000 

以上 

平成 17 年 40 19 8 2 2 - 9 

平成 22 年 37 12 10 4 2 1 8 

平成 27 年 38 17 7 2 - 2 10 

◇農林業センサスより 
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（d）農産物販売金額１位の出荷先別経営体数の推移    （単位：経営体数） 

 販売のあっ

た経営体数 

農協 集出荷団体 卸売市場 小売業者 

平成 17 年 40 6 17 6 1 

平成 22 年 37 9 8 9 1 

平成 27 年 38 8 8 5 3 

 

食品製造・

外食産業 

消費者に 

直接販売 

その他 

1 5 4 

2 6 2 

2 5 7 

◇農林業センサスより 

 

（e）借入耕地のある経営体数と借入耕地面積の推移       （単位：ha） 

 計 田 畑 

経営体数 面積 経営体数 面積 経営体数 面積 

平成17年 7 3 4 2 5 1 

平成22年 6 3 4 2 3 1 

平成27年 9 14 4 1 6 13 

◇農林業センサスより 

 

（f）貸付耕地のある経営体数と貸付耕地面積の推移       （単位:ha） 

 計 田 畑 

経営体数 面積 経営体数 面積 経営体数 面積 

平成17年 8 5 2 1 6 4 

平成22年 19 16 6 2 13 14 

平成27年 8 7 3 1 6 6 

◇農林業センサスより 

 

（３）立地条件及び農業生産の特色 

市の南東部に位置し、耕地面積の割合は田３割、畑７割となっています。 

   施設花き（花壇苗等）栽培の専業経営や水稲、露地野菜栽培の複合経営

の他、大規模養豚・養鶏の産地が形成されており、県内でも有数の飼養地

帯となっています。 

   また、南浜地区には、国営八戸平原総合農地開発事業によって農地が造

成されており、露地野菜栽培が行われています。 
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（４）主に生産されている農畜産物 

ごぼう、じゃがいも、スイートコーン、にんじん、にんにく、ながいも、

ねぎ、花き、養豚、養鶏 

 

（５）振興方向 

   既存の生産品目については、生産技術の向上に努めるとともに、生産条

件の整備を図り、高生産・高収益農業の確立を促進します。 

   また、アスパラガスの生産について検討し、農業経営の安定に寄与する

と判断された場合は、生産を促進し、経営品目の充実を図ります。 

   農地造成地域については、農地の流動化を促進し、経営規模の拡大によ

る生産性の向上により、農業経営の安定を図ります。 

 

（６）振興する農畜産物 

アスパラガス、ごぼう、じゃがいも、スイートコーン、にんじん、 

にんにく、ながいも、ねぎ、花き、養豚、養鶏 
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９ 旧市内 

                          
（２）農業構造 

 

①農家 

（a）農家数の推移                      （単位：戸） 

 農家数 販売農家数※１ 自給的農

家数※２ 計 専業 第１兼 第２兼 

平成17年 276 134 32 14 88 142 

平成22年 260 97 17 9 71 163 

平成27年 208 68 20 5 43 140 

※１ 販売農家：経営耕地面積が 30a 以上又は調査期日前 1 年間における農産

物販売金額が 50 万円以上の農家。 

※２ 自給的農家：経営耕地面積が 30a 未満で、かつ、調査期日前１年間にお

ける農産物販売金額が 50 万円未満の農家。 

◇農林業センサスより 

 

②農業就業人口 

農業就業人口の推移                    （単位：人） 

※ 農業就業人口：自営農業に従事した世帯員（農業従事者）のうち、調査期

日前１年間に自営農業のみに従事した者又は農業とそれ以外の仕事の両方に

従事した者のうち、自営農業が主の者。 

◇農林業センサスより 

 

 

 

 農業就業人口 男 女 

平成 17 年 255 110 145 

平成 22 年 146 66 80 

平成 27 年 102 49 53 

（１）関係集落名 

中居林、板橋、糠塚、売市、根城、田面

木、笹子等 
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③耕地面積 

耕地面積の推移                      （単位：ha） 

 耕地面積 田 畑 

平成 17 年 208 116 92 

平成 21 年 205 115 90 

平成 26 年 188 105 83 

※ 耕地：農作物の栽培を目的としている土地のことをいい、けい畔を含む。 

◇八戸市調べ 

 

④農業経営体 

（a）経営耕地面積規模別経営体数の推移         （単位：経営体数） 

 経営体数 1ha 未満 1ha-2ha 2ha-3ha 3ha-5ha 5ha 以上 

平成17年 138 112 17 7 1 1 

平成22年 102 77 19 6 - - 

平成27年 70 53 11 5 - 1 

※１ 農業経営体：農産物の生産を行うか又は委託を受けて農作業を行い、生

産又は作業に係る面積・頭数が、規定に該当する事業を行う者。 

※２ 経営耕地：農業経営体が経営している耕地をいい、けい畔を含む。自ら

所有し耕作している耕地と、他から借りて耕作している耕地の合計。 

◇農林業センサスより 

 

（b）農業経営組織別経営体数の推移           （単位：経営体数） 

 

 

販売のあっ 

た経営体数 

単一経営 複合経営 

稲 野菜 果樹 花き 畜産 その他 

平成 17 年 68 44 5 1 2 - 1 15 

平成 22 年 67 40 10 1 1 2 2 11 

平成 27 年 53 32 7 1 2 1 2 8 

◇農林業センサスより 
 

（c）農産物販売金額規模別経営体数の推移（単位：上段 万円、下段 経営体数） 

 

 

販売のあっ 

た経営体数 

50 

未満 

50- 

300 

300- 

500 

500- 

700 

700- 

1,000 

1,000 

以上 

平成 17 年 68 36 27 - 1 2 2 

平成 22 年 67 41 19 1 2 2 2 

平成 27 年 53 34 13 2 1 2 1 

◇農林業センサスより 
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（d）農産物販売金額１位の出荷先別経営体数の推移    （単位：経営体数） 

 販売のあっ

た経営体数 

農協 集出荷団体 卸売市場 小売業者 

平成 17 年 68 19 17 11 10 

平成 22 年 67 13 18 9 8 

平成 27 年 53 5 7 8 18 

 

食品製造・

外食産業 

消費者に 

直接販売 

その他 

- 7 4 

- 15 4 

1 10 4 

◇農林業センサスより 

 

（e）借入耕地のある経営体数と借入耕地面積の推移       （単位：ha） 

 計 田 畑 

経営体数 面積 経営体数 面積 経営体数 面積 

平成17年 8 2 6 1 4 1 

平成22年 11 4 9 4 2 0 

平成27年 8 4 5 3 4 1 

◇農林業センサスより 

 

（f）貸付耕地のある経営体数と貸付耕地面積の推移        （単位：ha） 

 計 田 畑 

経営体数 面積 経営体数 面積 経営体数 面積 

平成17年 15 7 9 5 6 2 

平成22年 11 5 2 0 9 5 

平成27年 11 7 4 2 8 5 

◇農林業センサスより 

 

（３）立地条件及び農業生産の特色 

市の中心部に位置し、耕地面積の割合は田６割、畑４割となっています

が、大部分が市街化区域内にあり、農業への依存度は低く、露地野菜・花き

栽培が点在して行われています。 
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（４）主に生産されている農畜産物 

野菜、花き 

 

（５）振興方向 

   都市的土地利用との調整を長期的かつ計画的に図りながら、都市緑化空

間や防災空間としての役割も踏まえ、現在、定着している作物の省力･低コ

スト生産を促進します。 

 

（６）振興する農畜産物 

野菜、花き 
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10 島守地区 

                          
（２）農業構造 

 

①農家 

農家数の推移                       （単位：戸） 

 農家数 販売農家数※１ 自給的農

家数※２ 計 専業 第１兼 第２兼 

平成17年 396 333 67 71 195 63 

平成22年 384 310 80 63 167 74 

平成27年 351 231 83 35 113 120 

※１ 販売農家：経営耕地面積が 30a 以上又は調査期日前 1 年間における農産

物販売金額が 50 万円以上の農家。 

※２ 自給的農家：経営耕地面積が 30a 未満で、かつ、調査期日前１年間にお

ける農産物販売金額が 50 万円未満の農家。 

◇農林業センサスより 

 

②農業就業人口 

農業就業人口の推移                    （単位：人） 

※ 農業就業人口：自営農業に従事した世帯員（農業従事者）のうち、調査期

日前１年間に自営農業のみに従事した者又は農業とそれ以外の仕事の両方に

従事した者のうち、自営農業が主の者。 

◇農林業センサスより 

 

 

 

 農業就業人口 男 女 

平成 17 年 668 267 401 

平成 22 年 591 258 333 

平成 27 年 437 195 242 

（１）関係集落名 

   中谷地、古里、姉市沢、番屋、砂篭、沢

田、石橋、巻、江花沢、馬場、高山、門

前、荒谷、相畑、頃巻沢、七枚田、不習、

十文字 
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③耕地面積 

耕地面積の推移                      （単位：ha） 

 耕地面積 田 畑 

平成 17 年 825 184 641 

平成 21 年 814 182 632 

平成 26 年 749 166 583 

※ 耕地：農作物の栽培を目的としている土地のことをいい、けい畔を含む。 

◇八戸市調べ 

 

④農業経営体 

（a）経営耕地面積規模別経営体数の推移         （単位：経営体数） 

 経営体数 1ha 未満 1ha-2ha 2ha-3ha 3ha-5ha 5ha 以上 

平成17年 337 176 106 30 19 6 

平成22年 314 159 98 30 16 11 

平成27年 233 121 67 18 21 6 

※１ 農業経営体：農産物の生産を行うか又は委託を受けて農作業を行い、生

産又は作業に係る面積・頭数が、規定に該当する事業を行う者。 

※２ 経営耕地：農業経営体が経営している耕地をいい、けい畔を含む。自ら

所有し耕作している耕地と、他から借りて耕作している耕地の合計。 

◇農林業センサスより 

 

（b）農業経営組織別経営体数の推移          （単位：経営体数） 

 

 

販売のあっ 

た経営体数 

単一経営 複合経営 

稲 野菜 果樹 花き 畜産 その他 

平成 17 年 276 25 12 33 2 9 142 53 

平成 22 年 254 31 22 33 1 11 106 50 

平成 27 年 207 35 12 27 - 11 69 53 

◇農林業センサスより 
 

（c）農産物販売金額規模別経営体数の推移（単位：上段 万円、下段 経営体数） 

 

 

販売のあっ 

た経営体数 

50 

未満 

50- 

300 

300- 

500 

500- 

700 

700- 

1,000 

1,000 

以上 

平成 17 年 276 52 136 46 17 13 12 

平成 22 年 254 63 127 34 17 6 7 

平成 27 年 207 58 99 22 11 10 7 

◇農林業センサスより 
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（d）農産物販売金額１位の出荷先別経営体数の推移    （単位：経営体数） 

 販売のあっ

た経営体数 

農協 集出荷団体 卸売市場 小売業者 

平成 17 年 276 82 13 12 4 

平成 22 年 254 88 108 6 13 

平成 27 年 207 68 24 8 6 

 

食品製造・

外食産業 

消費者に 

直接販売 

その他 

3 8 154 

1 20 18 

70 20 11 

◇農林業センサスより 

 

（e）借入耕地のある経営体数と借入耕地面積の推移       （単位：ha） 

 計 田 畑 

経営体数 面積 経営体数 面積 経営体数 面積 

平成17年 82 50 24 8 69 42 

平成22年 87 64 29 14 74 50 

平成27年 71 63 30 21 57 42 

◇農林業センサスより 

 

（f）貸付耕地のある経営体数と貸付耕地面積の推移       （単位:ha） 

 計 田 畑 

経営体数 面積 経営体数 面積 経営体数 面積 

平成17年 80 34 22 7 67 27 

平成22年 76 41 30 11 60 30 

平成27年 66 36 24 6 48 30 

◇農林業センサスより 

 

（３）立地条件及び農業生産の特色 

   市の南部、南郷地区の東部に位置し、新井田川水系流域に耕地が広がっ

ており、耕地面積の８割が畑となっています。 
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（４）主に生産されている農畜産物 

水稲、りんご、そば、葉たばこ、肉用牛 

 

（５）振興方向 

既存産地の生産条件の整備を図り、高生産・高収益農業の確立を促進し

ます。 

   また、ブルーベリー等の観光農園により、他地域の住民との交流を推進

し、地域振興を図ります。 

   加えて、そばの生産については、市の制度を利用しながら継続し、地域

農地の保全を促すとともに、平成 26 年度から開始したワイン用ぶどうの生

産については、生産技術の向上に努め、生産量の確保を図ります。 

 

（６）振興する農畜産物 

   水稲、りんご、葉たばこ、肉用牛 
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11 中沢地区 

                          
（２）農業構造 

 

①農家 

農家数の推移                       （単位：戸） 

 農家数 販売農家数※１ 自給的農

家数※２ 計 専業 第１兼 第２兼 

平成17年 407 326 92 85 149 81 

平成22年 377 274 108 63 103 103 

平成27年 342 221 116 39 66 121 

※１ 販売農家：経営耕地面積が 30a 以上又は調査期日前 1 年間における農産

物販売金額が 50 万円以上の農家。 

※２ 自給的農家：経営耕地面積が 30a 未満で、かつ、調査期日前１年間にお

ける農産物販売金額が 50 万円未満の農家。 

◇農林業センサスより 

 

②農業就業人口 

農業就業人口の推移                    （単位：人） 

※ 農業就業人口：自営農業に従事した世帯員（農業従事者）のうち、調査期

日前１年間に自営農業のみに従事した者又は農業とそれ以外の仕事の両方に

従事した者のうち、自営農業が主の者。 

◇農林業センサスより 

 

 

 

 農業就業人口 男 女 

平成 17 年 666 288 378 

平成 22 年 550 265 285 

平成 27 年 453 229 224 

（１）関係集落名 

   市野沢、馬場瀬、大渡、田ノ沢、泥障作、

下洗、中野、大蕨、諏訪、半堂、大平、

鶏島、人形森、鳩田、大森、泥ノ木、狐

久保、新田 
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③耕地面積 

耕地面積の推移                      （単位：ha） 

 耕地面積 田 畑 

平成 17 年 1,045 166 879 

平成 21 年 1,031 164 867 

平成 26 年 950 150 800 

※ 耕地：農作物の栽培を目的としている土地のことをいい、けい畔を含む。 

◇八戸市調べ 

 

④農業経営体 

（a）経営耕地面積規模別経営体数の推移         （単位：経営体数） 

 経営体数 1ha 未満 1ha-2ha 2ha-3ha 3ha-5ha 5ha 以上 

平成17年 333 126 118 44 32 13 

平成22年 280 99 106 35 30 10 

平成27年 226 75 74 36 30 11 

※１ 農業経営体：農産物の生産を行うか又は委託を受けて農作業を行い、生

産又は作業に係る面積・頭数が、規定に該当する事業を行う者。 

※２ 経営耕地：農業経営体が経営している耕地をいい、けい畔を含む。自ら

所有し耕作している耕地と、他から借りて耕作している耕地の合計。 

◇農林業センサスより 

 

（b）農業経営組織別経営体数の推移           （単位：経営体数） 

 

 

販売のあっ 

た経営体数 

単一経営 複合経営 

稲 野菜 果樹 花き 畜産 その他 

平成 17 年 281 27 12 40 1 7 133 61 

平成 22 年 254 22 20 41 1 5 107 58 

平成 27 年 208 24 16 40 1 7 83 37 

◇農林業センサスより 
 

（c）農産物販売金額規模別経営体数の推移（単位：上段 万円、下段 経営体数） 

 

 

販売のあっ 

た経営体数 

50 

未満 

50- 

300 

300- 

500 

500- 

700 

700- 

1,000 

1,000 

以上 

平成 17 年 281 66 96 54 25 19 21 

平成 22 年 254 69 95 48 15 16 11 

平成 27 年 208 51 81 34 15 15 12 

◇農林業センサスより 
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（d）農産物販売金額１位の出荷先別経営体数の推移    （単位：経営体数） 

 販売のあっ

た経営体数 

農協 集出荷団体 卸売市場 小売業者 

平成 17 年 281 42 14 42 14 

平成 22 年 254 40 119 41 17 

平成 27 年 208 32 23 34 17 

 

食品製造・

外食産業 

消費者に 

直接販売 

その他 

3 14 152 

7 20 10 

87 14 1 

◇農林業センサスより 

 

（e）借入耕地のある経営体数と借入耕地面積の推移        （単位：ha） 

 計 田 畑 

経営体数 面積 経営体数 面積 経営体数 面積 

平成17年 61 56 17 7 53 49 

平成22年 68 71 24 11 52 60 

平成27年 51 70 15 9 46 61 

◇農林業センサスより 

 

（f）貸付耕地のある経営体数と貸付耕地面積の推移        （単位：ha） 

 計 田 畑 

経営体数 面積 経営体数 面積 経営体数 面積 

平成17年 78 53 15 4 70 49 

平成22年 63 53 11 4 60 49 

平成27年 53 39 11 4 49 35 

◇農林業センサスより 

 

（３）立地条件及び農業生産の特色 

   市の南部、南郷地区の西部に位置し、耕地面積の８割が畑となっていま

す。 

   果樹と葉たばこ栽培が盛んであり、生産団地を形成しています。 
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（４）主に生産されている農産物 

ながいも、葉たばこ、そば、ブルーベリー 

 

（５）振興方向 

   既存産地の生産条件の整備を図り、高生産・高収益農業の確立を促進し

ます。 

   また、ブルーベリー等の観光農園やグリーン・ツーリズムにより、他地

域の住民との交流を推進し、地域振興を図ります。 

   加えて、そばの生産については、市の制度を利用しながら継続し、地域

農地の保全を促すとともに、平成 26 年度から開始したワイン用ぶどうの生

産については、生産技術の向上に努め、生産量の確保を図ります。 

 

（６）振興する農産物 

   ながいも、葉たばこ、ブルーベリー 
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１ 八戸市総合農政審議会・・・・・・・・・・・・・・・・平成         28      年                 ５  月       13日 

  （骨子について） 

 

２ 地区別協議（11地区） 

 (１) 館地区・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・平成    28年       ６月21日 

 (２) 豊崎地区・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・平成    28年       ６月23日 

 (３) 是川地区・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・平成    28年       ６月24日 

 (４) 下長地区・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・平成    28年       ６月27日 

 (５) 市川地区・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・平成    28年       ６月29日 

(６) 上長地区・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・平成    28年       ６月30日 

(７) 大館地区・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・平成    28年   ７月     ５日 

(８) 南浜・美保野地区、旧市内・・・・・・・・・・・・・平成    28年   ７月     ８日 

(９) 島守地区、中沢地区・・・・・・・・・・・・・・・・平成28年７月12日 

 

３ 八戸市総合農政審議会・・・・・・・・・・・・・・・・平成28年10月24日 

  （地区計画案について） 

 

４ 八戸市総合農政審議会・・・・・・・・・・・・・・・・平成29年     ２月  ２日 

  （諮問） 

 

５ パブリックコメント・・・・・・・・・・・・・・・・・平成29年 ２月 ８日 

～３月10日 

 

６ 八戸市総合農政審議会・・・・・・・・・・・・・・・・平成29年  ３月24日 

  （答申） 

 

 

１１１   「「「第第第 111111 次次次八八八戸戸戸市市市農農農業業業計計計画画画」」」策策策定定定ののの経経経過過過   
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※ 会長・・・・渋 谷 長 生（弘前大学農学生命科学部 教授） 

副会長・・・籠 田 悦 子（八戸市農業委員会 会長） 

 

 

氏名 所属団体（機関）名 職名 

赤 澤 榮 治 

遠 藤 弘 子 

小笠原 賢 一 

籠 田 悦 子 

木 村 清 美 

渋 谷 長 生 

外 城   勉 

高 野 英 夫 

 

田名部 和 義 

中 居   裕 

野 田 正 洋 

乗 上 美知子 

三 浦 一 男 

山 内 正 孝 

八戸市森林組合 

八戸商工会議所女性会 

八戸農業協同組合 

八戸市農業委員会 

八戸市園芸協会 

弘前大学農学生命科学部 

青森県三八地域県民局 

一般社団法人青森県畜産・飼料コンビ

ナート振興協会 

八戸市内土地改良区連絡協議会 

八戸学院大学ビジネス学部 

東北農政局青森県拠点地方参事官室 

公募 

八戸市果樹振興会 

八戸畜産農業協同組合 

代表理事組合長 

理事 

代表理事常務 

会長 

会長 

教授 

地域農林水産部長 

副会長兼会長代行 

 

会長 

教授 

総括農政推進官 

 

会長 

代表理事組合長 

２２２   八八八戸戸戸市市市総総総合合合農農農政政政審審審議議議会会会委委委員員員名名名簿簿簿   

※平成29年3月31日現在 

※ 平成28年８月30日   ～   平成29年        ７    月15日 

小笠原 賢 一 氏（八戸農業協同組合 代表理事常務） 

平成27年      ７     月16  日   ～   平成28年６月24日 

門 前 廣 美 氏（八戸農業協同組合 代表理事専務） 

◎ 役職は委任時のもの 
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月日 会議名 氏名（役職） 

６月21日 地区別協議会 

（館地区） 

寺 沢 和 則（農業委員 農地部会長職務代理者） 

三 浦   豊（農業委員） 

三 浦 慶 一（農業委員） 

宮 澤   劭（舘土地改良区 理事長） 

三 浦 幸 治（農協ミニトマト専門部 部長） 

三 浦 一 男（八戸市果樹振興会 会長） 

６月23日 地区別協議 

（豊崎地区） 

赤 坂 英 夫（農業委員） 

下 田 常 春（浅水七崎土地改良区 理事長） 

６月24日 地区別協議 

（是川地区） 

上 野 正 雄（農業委員） 

馬 場   豊（農業委員） 

６月27日 地区別協議 

（下長地区） 

田名部 和 義（農業委員、下長土地改良区 理事長）

西 野 茂 雄（農業委員） 

６月29日 地区別協議 

（市川地区） 

木 村 武 美（農業委員） 

谷 地 秀 典（農業委員） 

戸 舘 保 人（奥入瀬川南岸土地改良区 理事長） 

鈴 木 祐 則（農協振興野菜専門部 副部長） 

木 村 道 伸（市川地区大豆転作営農組合 組合長） 

石 田 和 弘（八戸苺生産組合 組合長） 

木 村 清 美（八戸市園芸協会 会長） 

６月30日 地区別協議 

（上長地区） 

清 川 新 一（農業委員） 

山 内 光 興（農業委員） 

松 倉 新 一（馬淵川土地改良区 理事長） 

上 野 行 治（農協ピーマン・パプリカ専門部） 

７月５日 地区別協議 

（大館地区） 

籠 田 悦 子（農業委員 会長） 

籠 田 勝 憲（農事組合法人 松館夢ファーム 代表理事） 

７月８日 地区別協議 

（南浜・美保野地区、 

旧市内） 

荒 川 喜一郎（農業委員） 

髙 橋 勝 男（農業委員） 

 

３３３   「「「第第第 111111 次次次八八八戸戸戸市市市農農農業業業計計計画画画」」」作作作成成成協協協議議議参参参加加加者者者名名名簿簿簿   

※役職は会議開催時のもの 
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月日 会議名 氏名（役職） 

７月12日 地区別協議 

（島守地区、中沢地区） 

明 戸 政 勝（農業委員 会長職務代理者） 

堰 端   治（農業委員、八戸平原土地改良区 理事長） 

鳥 喰 一 郎（農業委員） 

小 川 徳 治（農協振興果樹専門部 部長） 

長 瀬 光 男（農協キヌサヤ・インゲン・そら豆専門部） 

壬 生 博 久（青森県たばこ耕作組合 南郷名川支部 支部長）

釜 谷 三 丞（島守そば生産組合 副代表） 

古 舘   實（中野そば倶楽部 代表） 

西     明（農事組合法人 野田営農組合 代表理事） 

助 川 賢 一（ヤッサイなんごう友の会 会長） 
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【 ア 行 】 

ＲＣＥＰ：Regional Comprehensive Economic Partnership 

（東アジア地域包括的経済連携） 

 日本、中国、韓国、インド、オーストラリア、ニュージーランドの６か国が、

それぞれ東南アジア諸国連合（ＡＳＥＡＮ）加盟国と締結しているＦＴＡを一つ

に束ねる包括的経済連携構想。 

 

ＥＰＡ：Economic Partnership Agreement（経済連携協定） 

ＦＴＡの要素を含みつつ、協定構成国間で投資の自由化、経済取引の円滑化、

協力の促進等幅広い分野を含む協定。 

 

エコファーマー 

「持続性の高い農業生産方式の導入の促進に関する法律」に基づき、土づくり

技術、化学肥料使用低減技術、化学合成農薬使用低減技術を一体的に導入する計

画を立て、都道府県知事の認定を受けた農業者の愛称。 

 

ＦＴＡ：Free Trade Agreement（自由貿易協定） 

物品の関税、その他の制限的な通商規則、サービス貿易等の障壁など、通商上

の障害を取り除く自由貿易地域の結成を目的とした、2国間以上の国際貿易協定。 

 

 

【 カ 行 】 

環境影響評価 

 大規模な開発事業を実施しようとする者が、あらかじめ、その事業が環境にど

のような影響を及ぼすかについて調査、予測、評価を行うこと。 

 

環境保全型農業 

農業生産活動に起因する環境負荷をできるだけ少なくするために、農薬・化学

４４４   用用用語語語解解解説説説   
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肥料使用の低減の取組や、堆肥による土づくりなど環境に配慮した持続的農業。 

 

観光農園 

 農業を営む者が観光客等を対象に、自ら栽培した農産物の収穫などを体験させ

て代金を得ている農園。 

 

グリーン・ツーリズム 

自然豊かな農山漁村に滞在し、その地方独自の自然・文化や、地元の人々との

交流を楽しむ余暇の過ごし方。 

 

グローバルＧＡＰ 

 農業生産活動を行う上で必要な関係法令等の内容に則して定められる点検項目

に沿って、農業生産活動の各工程の正確な実施、記録、点検及び評価を行うこと

による持続的な改善活動であるＧＡＰ（Good Agricultural Practice）の世界認証。 

 

経営耕地 

農業経営体が経営している耕地をいい、けい畔を含む。自ら所有し耕作してい

る耕地と、他から借りて耕作している耕地の合計。 

 

兼業農家 

世帯員の中に兼業従事者が１人以上いる農家。第１種兼業農家と第２種兼業農

家に区分される。 

 

（第１種兼業農家） 

 農業所得を主とする兼業農家。 

 

（第２種兼業農家） 

  農業所得を従とする兼業農家。 
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 耕地 

  農作物の栽培を目的としている土地のことをいい、けい畔を含む。 

 

 耕畜連携推進事業パートナー制度 

  家畜排せつ物を利用した堆肥、肥料等の施用による耕畜連携を促進し、循環型

農業を推進するとともに、家畜排せつ物のより一層の有効利用を図り、八戸市の

畜産業の振興に資するための制度。 

 

 

【 サ 行 】 

自給的農家 

  経営耕地面積が 30a未満で、かつ、調査期日前 1年間における農産物販売金額

が 50万円未満の農家。 

 

 収入保険制度 

すべての農業経営品目を対象とし、自然災害による収量減少や価格低下等によ

る収入減少を補填する制度で、平成 31年から開始される予定となっている。 

 

集落営農 

集落を単位として農業生産過程における一部又は全部について共同化・統一化

に関する合意の下に実施される営農。 

 

旬産旬消 

旬の農産物等を、旬の時期に消費すること。 

 

食育 

 国民一人一人が、生涯を通じて健全な食生活を実現して、健康を確保できるよ

うにするため、自らの食について考える習慣や食に関する様々な知識と食を選択

する判断力を正しく身につけるための学習等の取組。 

食育を総合的、計画的に推進するため、平成 17 年７月に「食育基本法」が施
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行された。 

 

食料・農業・農村基本計画 

 「食料・農業・農村基本法」に基づき、概ね５年毎に国が中長期的に取り組む

べき方針を定めた計画。 

 

青年就農給付金制度 

 青年の就農意欲の喚起と就農後の定着を図るため、就農前の研修期間及び経営

が不安定な就農直後の所得を確保するための給付金を給付する制度。 

 

攻めの農林水産業推進基本方針 

県の基幹作業である農林水産業の振興を図るために打ち出した「攻めの農林水

産業」のめざす姿の実現に向けた総合的な施策の方向性を示したもの。 

 

専業農家 

 世帯員の中に兼業従事者のいない農家。 

 

 

【 タ 行 】 

地産地消 

地域で生産した農産物等をその生産された地域で消費すること。 

 

ＴＰＰ：Trans-Pacific Partnership（環太平洋戦略的経済連携協定） 

2006年にシンガポール・ニュージーランド・チリ・ブルネイの４か国が発効さ

せた貿易自由化を目指す枠組み。 

 

都市近郊型農業 

 大消費地に近い地域で営まれている農業。相対的に市場に近く有利な地域に位

置しているために、流通経費の削減や、消費者ニーズに対応した多種多様な作物

を新鮮かつ良質で提供できるなどのメリットがある。 
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【 ナ 行 】 

認定農業者 

「農業経営基盤強化促進法」に基づき、経営改善を図ろうとする農業者が自ら

農業経営改善計画を作成・申請し、市町村から認定を受けた者。 

当市では平成 29年３月 31日現在で 149経営体が認定されている。 

 

農家 

経営耕地面積が10a以上の農業を営む世帯または経営耕地面積が10a未満であ

っても、調査期日前１年間における農産物販売金額が年間 15 万円以上あった世

帯。 

 

農業経営基盤の強化の促進に関する基本構想 

 都道府県の策定する基本方針に即し、市町村が地域の実情を踏まえて効率的か

つ安定的な農業経営の育成を図るため、育成すべき農業経営の指標やその実現の

ためにとるべき措置などを示したもの。 

 

農業経営体 

 農産物の生産を行うか又は委託を受けて農作業を行い、生産又は作業に係る面

積・頭数が、規定に該当する事業を行う者。 

 

農業就業人口 

自営農業に従事した世帯員（農業従事者）のうち、調査期日前１年間に自営農

業のみに従事した者または農業とそれ以外の仕事の両方に従事した者のうち、自

営農業が主の者。 

 

農業振興地域 

「農業振興地域の整備に関する法律」に基づき、その自然的経済的社会的諸条

件を考慮して、一体として農業の振興を図ることが相当であると認められる地域

で、都道府県知事が指定する。 
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農地中間管理機構 

 農用地等を貸したいという農家から農用地等の有効利用や農業経営の効率化を

進める担い手へ農用地利用の集積・集約化を進めるため、農用地等の中間的受け

皿となる組織。 

 

農地流動化 

農地の貸借等を行い、農地を高度利用する意欲、能力のある人に農地の利用権

を設定すること。 

  

農地利用集積 

 農地の所有権の移転、利用権の設定、作業委託などによって、農地を集積する

こと。地域の農業者の利用する農地が分散している状況を改善し、農地をより効

率的に利用することを目的として行われる。 

 

農用地区域 

県知事が指定した農業振興地域内において、今後長期にわたり農業上の利用を

確保すべき土地として、市町村が農業振興地域整備計画で定める区域。 

 

農林業センサス 

 農林水産省が所管する統計調査で、わが国の農林業・農山村の現状と変化を的

確に捉え、きめ細かな農林行政を推進するために５年ごとに農林業を営んでいる

すべての農家・林家や法人を対象に実施している調査。 

 

 

【 ハ 行 】 

八戸市総合計画 

 市の目指すべき将来像と、その実現に必要な諸施策の方向性を定めるもので、

市の最も基本となる計画。 
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八戸市農業発展の基本方向 

 農業者の生活を他産業従事者と均衡的水準に発展・維持することを目標に、農

業所得水準向上と経営規模拡大を図るために策定した「八戸市農業計画」の前身

となる計画。 

 

八戸地域畜産関連産業振興ビジョン 

 八戸圏域定住自立圏（八戸市、三戸町、五戸町、田子町、南部町、階上町、新

郷村、おいらせ町）の区域内における養豚・養鶏を中心とした畜産業及び関連産

業の振興を図ることを目的に策定したビジョン。 

 

販売農家 

経営耕地面積30a以上または調査期日前１年間における農産物販売金額が年間

50万円以上の農家。 

 

 

【 ヤ 行 】 

 やませ 

  東北地方の中・北部の太平洋側で、梅雨期から盛夏期にかけて吹く北東風。オ

ホーツク海高気圧がもたらす、冷湿な風で、長く続くと冷害の原因となる。 

 

 有機栽培 

  化学的に合成された肥料及び農薬を使用しないこと並びに遺伝子組換え技術を

利用しないことを基本として、農業生産に由来する環境への負荷をできる限り低

減した農業生産の方法を用いて実施される農業。 

 

 

【 ラ 行 】 

 輪作 

  一定年の期間、同じほ場において種類の違う作物を一定の順序で栽培すること。

土地利用率の向上、土壌伝染性病害虫や雑草の発生抑制、土壌養分のバランス維
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持による地力の維持増進等を図る効果がある。 

 

６次産業化 

 農業者による生産・加工・販売の一体化や農業と第２次、第３次産業の融合等

により、農山漁村に由来する農林水産物等のあらゆる「資源」と、食品産業、観

光産業、ＩＴ産業等の「産業」とを結びつけ、地域ビジネスの展開と新たな業態

の創出を促すこと。 
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